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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

平成 30 年度 事務事業シート 評価

74 千円 74千円

事務事業名 企業民主化推進助成事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 101 4 新規・継続 継続

一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　東広島市企業民主化経営推進協議会を通じて、企業の経営者が様々な人権課題について理解を
深めることで、企業経営の民主化を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内企業経営者

所　属 産業部　産業振興課　仕事づくり対策室　雇用推進係 総合計画施策体系 1

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 千円 千円

千円

千円

千円

一般財源 77 千円 74 千円

千円

その他

74 千円 74

-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　東広島市企業民主化経営推進協議会への運営補助（７４千円）
　　　　　人権尊重の理念の普及のため、人権教育及び人権啓発活動に取り組み、経営者の資質
　　　　向上を目的に活動している「東広島市企業民主化経営推進協議会」に対し補助金を交付
　　　　した。

　　　　(1)　協議会の概要
　　　   　　設立年：昭和56年
　　　　   　会員企業数：88社（平成31年3月末現在）

　　　　(2)　活動結果
　　　　　ア　総会、理事会の開催
　　　　　イ　研修会の開催
　　　　　　　第１回　6月29日（金）
　　　　　　　　 演題：「企業における多様な人材の活用について
                             －外国人労働者と共に輝ける組織へ－」
　　　　　　　　 講師：広島大学大学院総合科学研究科　准教授　河本　尚枝　氏
　　　　　　　　 参加：23人
　　　　　　　第2回　2月26日（水）
　　　　　　　 　演題：「働き方改革は生き方改革
                              ～イクボス式マネジメントで生産性とモチベーションが向上する～」
　　　　　　　 　講師：NPO法人ファザーリング・ジャパン
                           ファウンダー/代表理事　　安藤　哲也　氏
　　　　　　　 　参加：36人
　　　　　ウ　企業内研修の推進（啓発ＤＶＤを購入し、会員企業へ貸与）
　　　　　エ　他機関主催の人権研修会等への参加(1回延べ2人参加)

３　コスト情報

74 千円

千円 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 77

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.15

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.15 0.15 0.15

臨時職員 -

-

-
1,0531,084 千円

0.15

1,053 千円

0.15

嘱託職員

人件費/総事業費 93.37 ％ 93.43 ％ 93.43 ％

総事業費(A)+(B) 1,161 千円 1,127 千円 1,127

- ％

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

-1-

-

A

B

C

D

E

研修会、講演会参加者数 人 77 79

企業民主化推進助成事業

61

18,475

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 101 4 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

総事業費/研修会、講演会参加者数 円 15,078

　企業民主化経営推進協議会の活動を推進していくうえで、会員企業数の増加が重要となることから、
会員企業数を成果指標として設定している。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

14,266

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

88.0%

元年度

企業民主化経営推進協議会 社

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

10091 89 100 88

目標を大幅に下回る

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　成果指標である会員数について目標を概ね達成することができたが、営業所の廃止・廃業等により微
減傾向にある。異業種の交流や市全体で取り組む気運醸成のため、さらなる会員数の増加が必要で
ある。

総合評価

○

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

B
   概ね目標を達成することができた。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。
　様々な人権課題への理解を深める活動を支援する事業であるため、市が積極
的に関与していく必要がある。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

今後の方向性

　
　会員企業数の増加に向けた広報、周知活動を促進する。
　また、どのような研修・施策が企業にとって必要か、検討する。

単位当たりコスト
の妥当性

一部、類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部、民間活力を活用済

一定の影響度、貢献度がある。

　役員は民間企業が務めている。

　企業の人権啓発・教育の推進に寄与している。

一部、削減の余地がある。

概ね適正な負担割合である。

　人権教育・働き方改革等の研修会については、他部局と共同で実施することに
より削減の余地がある。

　補助金以外に会員会費で運営されており、適正な負担割合である。
効
率
性

コスト削減の余地

民間活力の活用

比較資料がない。

　人権教育、人権啓発に係る業務は、他部局にあるが、企業経営の民主化を推
進し経営者の資質向上を支援する事業はない。

　比較資料がないが、昨年度に比べ増加している。

増加傾向にある。
　働き方改革、人手不足に伴う人材重視の傾向及び社会の関心は高まってい
る。

評価分析

　会員企業数はほぼ横ばいであり、平成30年度は、概ね目標値を達成することができた。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ

-2-
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【委託料】農業振興基本計画策定業務 3,980,000 円

- ％

千円 - 千円

人件費/総事業費 33.57 ％ 30.08 ％ 34.01 ％

総事業費(A)+(B) 38,763 千円 39,676 千円 33,025

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.80 1.70 1.60

臨時職員 -

-

-
11,23213,014 千円

1.70

11,934 千円

1.60

嘱託職員
-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　農区長報酬（１６,３３３千円）
　　　　　地域農政の各種事業を迅速かつ円滑に運営するため、農区長を委嘱し、農業施策に関
　　　　する調整・調査を行った。
　
　　　２　福富ふれあい農園管理運営（６２６千円）
　　　　　農園維持管理（1区画20㎡、年間使用料5千円、全29区画（展示圃5、貸出圃24））
　
　　　３　生鮮食料品等流通改善（２,６８３千円）
　　　　　生鮮食料品の安定供給と、地場産農産物の供給や学校給食への食材供給など地産地
　　　　消を推進した。
　　　　(1)　流通センター育成（1,040千円）
　　　　　　東広島流通センターの経営安定化を図るため、補助金を交付した。
　　　　　　補助金対象：固定資産税、都市計画税及び法人市民税の相当額
　　　　(2)　市場出荷奨励（1,643千円）
　　　　　　東広島流通センターへの野菜等の出荷を奨励するため、農業者、農業者団体及び農
　　　　　業協同組合等の出荷者に出荷奨励金（補助金）を交付した。
　　　　　ア　対象者：農業者、農業者団体、農業協同組合等であって、流通センターへの出荷額
　　　　　　が年間2万円以上のもの
　　　　　イ　補助額：年間出荷額の4％
　　　　　ウ　件　数：69件

　　　４　農作業受委託マッチング（１６６千円）
　　　　　農地の遊休化や荒廃を防止するとともに、農家の労力の補完及び農業機械への過剰投
　　　　資を抑制するため、農作業の受委託マッチングを行った。（JAへの業務委託により実施）
　　　　　件数：26件
　
　　　５　農業振興基本計画策定業務（１,１７７千円）
　　　　　「第2次東広島市農業振興基本計画」の計画期間の満了に伴い、「第3次東広島市農業
　　　　振興基本計画」の策定を行った。
　　　　　一部業務については、７月豪雨災害により農業者からの意見聴取が遅れたこと等から、
　　　　策定スケジュールの見直しを行い、次年度へ繰り越した。

　　　※本事業は、令和元年度から「農業資金利子補給事業」を統合し、一体的に取り組むこととし
　　　　ている。

３　コスト情報

27,742 千円

3,204 千円 3,664 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 3,204 千円 3,204 千円

事業費合計（A) 25,749

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 1.80

24,390 千円

千円

その他 366 3,100

18,445 千円 22,236

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 148 千円 144 千円

千円

千円

千円

一般財源 22,179 千円

所　属 産業部　農林水産課　担い手支援係・農水産ブランド振興係 総合計画施策体系 1

根拠法令

目　的
（何のために）

　農地を守り、その有効活用を図るとともに、市内産農産物を安定的に手に入れることができるようにす
るため、各種施策を総合的に実施する。

対　象
（誰・何を対象に）

　農業者、一般市民等

事務事業名 地域農政推進対策事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 1 新規・継続 継続

一般会計

平成 30 年度 事務事業シート 評価

21,793 千円 29,000千円

-3-

-

A

B

C

D

E

民間活力の活用

比較資料がない。

　農業振興基本計画の作成や農業振興地域整備計画の適正管理等を行うもの
で、類似事業は存在しない。
　地域農政に係る複数の事業を包括しているため、他市町と事業単位で比較す
ることは困難である。

増加傾向にある。
　農家数の減少等、農地の保全に関する課題は年々深刻化している一方で、市
内農産物への市民ニーズは増加傾向にある。

評価分析

　流通センターの地場産品取扱率は前年度を上回っており、概ね目標を達成できた。しかしながら、市
場全体としての取扱量、取扱金額は微減となっている。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ

今後の方向性

　
　農業を取り巻く社会情勢の変化や本市農業の現状と課題を踏まえた上で、各種計画の策定及び見
直し並びに関連施策の進捗管理を行っていく。
　また、利用者等の低迷している事業については、周知強化を図るとともに、その運営方法等の見直し
を進めることとする。

単位当たりコスト
の妥当性

類似した事務事業はない。

負担割合の適正度

施策への貢献度

概ね、民間委託等へ切替済

一定の影響度、貢献度がある。

　福富ふれあい農園の管理や農作業受委託マッチング等、可能なものは極力民
間活力を活用している。
　農業振興の基本となる各種計画の策定・管理と市内農産物の安定供給を図る
もので、地域農政の根幹となる事業である。

事務事業の実施手法を見直す必要
がある。

一部、受益者負担導入を見直す余
地がある。

　農家数が年々減少するとともに、米の生産調整の終了などにより農区長の役割
が大きく変化しており、制度の見直しが必要となっている。
　福富ふれあい農園の利用者負担額については、費用対効果の面と受益者数を
勘案のうえで受益者負担額を検討する余地がある。

効
率
性

コスト削減の余地

必
要
性

市の関与の妥当性
対象範囲の見直し等、検討の余地
がある。

　各種計画は市が策定・管理する法的義務があるが、農区長等の市独自制度
は、対象者の減少等を踏まえ、事業継続の必要性を検証する必要がある。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　農区長制度については、業務実態を鑑み、今後の制度のあり方を検討する必要がある。また、第３次
農業振興基本計画の策定においては、農業構造の変化や各地域における農業の位置付けなどを踏
まえた上で、本市の将来像を検討する必要がある。
　本事業は、地域農政に係る複数の事業を包括するものであるが、利用者の少ない事業もあるため、
事業の見直しを行う必要がある。

総合評価

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

B
　当事業は地域農政に係る複数の事業を包括してい
る。成果指標である流通センターの地場産品取扱率
では概ね目標を達成できたが、農業振興基本計画の
策定については、災害等の影響により、次年度への
繰り越しとなった。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

目標を大幅に下回る

○

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

4.03.6 3.7 4.8 4.7

213

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

97.9%

元年度

流通センターの地場産品取扱率
（年間）

％

176

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 401 1 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

市民一人当たりの総事業費 円 209

　流通センターが地方卸売市場として、生鮮食料品の安定供給と、地場産農産物の供給という役割を
担っていることから、地場産品取扱量割合を成果指標として設定している。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

出荷奨励金 千円 1,472 1,724

地域農政推進対策事業

1,643
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

平成 30 年度 事務事業シート 評価

13,421 千円 16,204千円

事務事業名 農林水産物販路拡大推進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 3 新規・継続 継続

一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　農林水産物の６次産業化及びブランド化による販売先の確保を行うことで、農林水産業に携わる関
係者の所得向上を目指し、魅力ある農林水産業へと転換を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　農林水産物消費者、農林水産業者

所　属 産業部　農林水産課　農水産ブランド振興係 総合計画施策体系 1

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 820 千円 1,280 千円

千円

千円

千円

一般財源 3,544 千円 10,716 千円

千円

その他 930

6,427 千円 8,124

-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　東広島市農林水産物販路拡大推進協議会（以下協議会）の運営支援（１０,６７０千円）
　　　　(1)　協議会構成団体：JA広島中央、JA芸南、安芸津漁協、早田原漁協、東広島市
　　　　(2)　事業内容
　　　　　ア　東広島ブランド推奨マーク認定事業
　　　　　　　マーク使用許可及び認定累計件数：107件
　　　　　イ　地産地消応援店等のPR
　　　　　　　出展イベント数：9回
　　　　　ウ　農林水産物のPR及び販路拡大
　　　　　　　地産地消応援店等を紹介するためのパンフレットを広島広域都市圏（広島市）や広島
　　　　　　中央地域連携中枢都市圏（呉市）で開催するイベントを通じて配布した。
　　　　　エ　6次産業化研修及び米粉普及活動
                6次産業化研修会の開催　　開催回数：1回　参加者数：24人
　　　　　　　市内食育、育児イベント等を通じて米粉を紹介（配布数：710個）
　　　　　オ　東広島市原産西条柿活用研究会
　　　　　　　寺西小学校へ柿苗木寄贈及び特別授業の開催
　　　　　カ　東広島マルシェの開催
　　　　　　　目的：定期的にマルシェを開催することで、市内産農林水産物及び地産地消応援店の
　　　　　　　　　PRを行い、販路拡大を図った。
　　　　　　　内容：市内産農林水産物の生産者等が出店するマルシェを開催した。
　　　　　　　開催回数：10回（荒天中止１回を除く）　来場者数：1,088人/回　出展者数：21者/回
　　　　　キ　広島フードフェスティバルへの出展
　　　　　　　目的：特産品の展示販売を行いPRするため、広島フードフェスティバルに出展する。
　　　　　　　内容：広島フードフェスティバル出展料
　　　　　　　出展者数：4者
　　　　　ク　特産品ブランド構築事業の推進
　　　　　　　目的：市内産農林水産物のブランド化を進め、生産者の所得向上を図る。
　　　　　　　内容：戦略プランに基づき、広報ツールを活用し、市内の農林水産物や加工品をPRす
　　　　　　　　　ると共に、加工品の開発やブラッシュアップを継続する。
　　　　　　　ラインナップアイテム数：16点
　　【新】ケ　6次化の支援
　　　　　　　目的：農林水産物のブランド化を図るため、農林漁業者が6次産品化に必要とする加
　　　　　　　　　工機器器具の導入に要する経費を支援する。
　　　　　　　補助件数：3件

【新】２　ブランド化推進員の配置（２,６７４千円）
　　　　　6次化に向けた生産者の取り組みを支援する専門員を配置し、地域の特産品づくり、ブ
　　　　ランド化に向けた取組みへのサポートを行った。

３　コスト情報

21,641 千円

5,714 千円 7,150 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 59,662 千円 10,105 千円

事業費合計（A) 63,206

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.85

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.85 1.20 0.60

臨時職員 -

-

-
4,2126,145 千円

1.20

8,424 千円

1.20

嘱託職員 0.60

人件費/総事業費 8.86 ％ 28.02 ％ 23.89 ％

総事業費(A)+(B) 69,351 千円 30,065 千円 17,633

- ％

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

-5-
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A

B

C

D

E

東広島市産をPRしたイベントの回数 回 16 18

農林水産物販路拡大推進事業

9

94

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 401 3 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

市民一人当たりの総事業費 円 375

　地産地消を軸に市内の農林水産物の販路拡大を推進する取り組みとして、東広島ブランド推奨マー
クのPRを行っており、その使用者及び地産地消応援店の認定数を指標として設定している。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

162

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

105.9%

元年度

東色島ブランド推奨マーク使用者及
び地産地消応援店の累計件数 件

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

11389 95 101 107

目標を大幅に下回る

○

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　農林水産物をブランド化し市内外に広めていくためには、市民及び東広島市を応援してくれる人の
協力が必要不可欠である。このような人たちにブランド構築段階から、できるだけ多く関わってもらえる
ような事業を展開していく必要がある。

総合評価

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

A
　市内農林水産物のブランド力向上のため、新たな
農林水産物や今まで知られていなかった農林水産物
を、市民と生産者が共同でブランド構築する事業を
展開した。
　生産者、加工業者及び流通業者からなる、農林水
産物をPRできる組織を立ち上げた。 区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。 　行政主導の販路拡大を図るための補助金として必要。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

今後の方向性

　本市の農林水産物のブランド化・6次産業化については、協議会を中心に事業を実施しているが、そ
の構成員は生産者であるJAや漁協が中心となっているため、加工者及び販売者のニーズを十分に取
り組むことができていなかった。そのため、令和元年度以降は加工者及び販売者が多く占める市内商
工会及び商工会議所に協議会の活動に参画してもらえるよう働き掛けていく。

単位当たりコスト
の妥当性

類似した事務事業はない。

負担割合の適正度

施策への貢献度

全て市直営が望ましい。

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　協議会への補助及び専門員配置が主要事業であるため市直営が望ましい。

　農林水産物の販路拡大等において、一定の貢献度があると考える。

削減の余地はない。

概ね適正な負担割合である。

　事業を積極的に行うには、削減は困難である。

　受益者が一定額負担する仕組みができているため、概ね適正である。
効
率
性

コスト削減の余地

民間活力の活用

概ね妥当である。

　類似した事務事業は存在しない。

　概ね妥当である。

増加傾向にある。 　ニーズに個人差はあるが、必要であり、増加傾向にある。

評価分析

　平成30年7月の豪雨災害の影響により、夏開催のイベントの多くが中止となったため、例年と比べ東
広島市産農水産物のPRを行う場が少なくなった。
　市民一人当たりの総事業費は年々減少しているが、これは過年度に大型の単年事業が組み込まれ
ていたことによるためである。
　成果指標を大幅に達成した要因としては、東広島ブランド推奨マーク使用者及び地産地消応援店の
認定者で組織する『おいしさ研究ネットワーク』を設立したことにより、参加を希望される方々の認定取
得が増加したことによるものである。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ

-6-



( )

-

6 款 1 項 3 目

4 -

２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

平成 30 年度 事務事業シート 評価

148,007 千円 40,321千円

事務事業名 担い手等育成事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 4 新規・継続 継続

一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　集落法人、認定農業者等の多様な担い手の育成確保を図ることにより、経営効率を上げるとともに地
域ぐるみの農地保全につなげる。

対　象
（誰・何を対象に）

　農業者

所　属 産業部　農林水産課　担い手支援係 総合計画施策体系 1

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 1,434 千円 964 千円

千円

千円

千円

一般財源 16,244 千円 9,911 千円

千円

その他 1,474 2,095

36,758 千円 8,434

-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　人・農地プラン見直し支援等事業（２,２３６千円）
　　　　　農業従事者の高齢化や担い手不足という地域課題に対して、「人」と「農地」の視点で、地
　　　　域の実情に合った取り組みを検討するために、地域や担い手の話し合いを支援した。
　　　　　人・農地プラン作成支援業務委託

　　　２　機構集積協力金（６,７８２千円）
　　　　(1)　地域集積協力金（5,135千円）
　　　　　　地域内の農地の一定割合以上を農地中間管理機構に貸し付けた地域に対し、地域集
　　　　　積協力金を交付した。
　　　　(2)　経営転換協力金（707千円）
　　　　　　農地中間管理機構に農地を貸し付けることにより経営転換又はリタイアした農業者及び
　　　　　農地の相続人に対し、経営転換協力金を交付した。
　　　　　　補助単価：2.5万円/10a（交付上限額 70万円/戸）
　　　　(3)　耕作者集積協力金（940千円）
　　　　　　既に農地中間管理機構を通じて中心経営体が借受をしている農地に隣接する農地、ま
　　　　　たは2筆以上の隣接する農地の貸し付けをした出し手に対し、耕作者集積協力金を交付し
　　　　　た。
　　　　　　補助単価：0.5万円/10a
　
　　　３　東広島市集落法人連絡協議会活動促進（２１０千円）
　　　　　東広島市集落法人連絡協議会が行う経営の高度化に向けた研修等の活動を支援した。
　
　　　４　担い手育成農業機械整備支援事業（３,６１７千円）
　　　　　集落法人等の農作業の効率化、経営の安定化を図るため、農業機械等の整備を支援した。
　　　　　補助率：1/2（上限200万円）　　件数：2件

　　　５　集落法人支援員設置（２,６３５千円）
　　　　　集落法人支援員を配置し、集落法人の経営状況を分析するとともに、経営の安定化及び
　　　　高度化に向けた指導・助言等を行った。また、集落法人化に向けた地元調整及び集落意
　　　　見交換会の開催を支援した。

　　　６　被災農業者向け経営体育成支援事業（１３１,２７５千円）
　　　　　被災した農業者の農業経営の維持を図るため、農産物の生産等に必要な機械や施設の
　　　　復旧を支援した。
　　　　　補助率：9/10　　件数：155件
　　　　　事業費の一部について、年度内の交付が困難となったため、次年度に繰り越した。

３　コスト情報

22,863 千円

110,285 千円 29,792 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 195,500 千円 11,518 千円

事業費合計（A) 213,218

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 2.41

千円
人
役
内
訳

正規職員 2.00 2.40 2.60

臨時職員 0.41 0.50 0.83 -

-

-
18,25214,460 千円

3.90

16,848 千円

4.43

嘱託職員 1.00 1.00

人件費/総事業費 6.35 ％ 42.43 ％ 10.98 ％

総事業費(A)+(B) 227,678 千円 39,711 千円 166,259

- ％

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【補助金】被災農業者向け経営体育成支援事業 63,668,000 円
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A

B

C

D

E

集落法人設立数 法人 1 0

担い手等育成事業

1

888

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 401 4 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

市民一人あたりの総事業費 円 1,229

　農業の担い手育成において、集落法人の設立は単に経営効率を上げるだけでなく、地域ぐるみでの
継続可能な農地保全にもつながる有効な手法であるため、指標として設定した。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

213

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

91.4%

元年度

集落法人数 法人

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

—33 33 35 32

目標を大幅に下回る

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　農業の担い手の確保が深刻な課題となっており、地域農業の継続的な維持及び発展を実現するた
めに農地の集積、担い手の育成及び支援が引き続き重要となっている。このため、新規法人設立の活
性化に向けて、地域の話合いをけん引するリーダー的人材の育成に取り組む必要がある。
　また、既存の集落法人においては、次世代の人材育成を図りつつ、法人間連携や広域化を更に推し
進める等、省力化、低コスト化に取り組む必要がある。

総合評価

○

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

B
　集落法人の統合等により目標値は下回ったもの
の、広島県及び農協、農業委員会等の関係機関と連
携し、地域における話し合いに基づく「人・農地プラ
ン」の策定を推進することができた。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。
　農業の担い手育成及び確保は、地域農業の継続に不可欠であり、関係機関及
び団体と連携して取り組む必要がある。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

今後の方向性

　地域における農業の担い手不足に対応するため、引き続き、「人・農地プラン」を基本とする地域の話
し合いを推進し、集落法人や認定農業者等の担い手の育成及び確保に努めるとともに、平成26年度
から始まった「農地中間管理事業」を活用して農地を集積していく。
　また、引き続き集落法人の経営安定化に向けた支援を行うとともに、認定農業者、認定新規就農者、
農業参入法人など集落法人以外の担い手の確保・育成にも取り組む。

単位当たりコスト
の妥当性

類似した事務事業はない。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部業務を民間委託等へ切替可能

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　「人・農地プラン」策定のための意見交換会の運営等、外部委託により執行し
た。
　農業の担い手不足は今後も加速することが予想され、引き続き、担い手育成及
び確保は、地域農業経営の維持・発展に不可欠である。

削減の余地はない。

概ね適正な負担割合である。

　いずれの事業も制度対象となる農地面積や対象者数等の確定手続きに時間を
要するので、実績や予測を踏まえた予算額の削減は困難である。
　各事業の補助率については、国・県の基準及び市基準による定率あるいは定
額の補助であり、概ね適正な負担割合である。

効
率
性

コスト削減の余地

民間活力の活用

概ね妥当である。

　農地集積や機械整備等に対する支援制度は、当該事業に集約しており、類似
した事務事業はない。
　当該事業を推進することにより、農地及び地域コミュニティの維持を図ることがで
きるので、市民一人当たりの事業費は妥当である。

増加傾向にある。
　農業の担い手の高齢化が進展しており、農業の担い手育成及び確保のニーズ
はますます高まっている。

評価分析

　平成24年度から、地域における話し合いを重視する「人・農地プラン」の策定を推進し、集落法人の
設立を促進した結果、平成24年度から30年度までの7年間で16法人が新規に設立されたほか、平成26
年度に創設された農地中間管理事業を活用し、平成30年度までの5年間で約963haの農地が集落法
人等に集積された。また、集落法人支援員を設置したことで、集落法人に対する経営面からの指導・助
言を行うことができ、経営の安定化や経営の高度化の推進することができた。
　さらに、被災農業者向け経営体育成支援事業に取り組み、被災した農業者の農業経営の維持に取り
組んだ。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

人件費/総事業費 38.09 ％ 38.88 ％ 34.77 ％

総事業費(A)+(B) 14,674 千円 13,539 千円 10,175

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.78

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.76 0.74 0.50

臨時職員 0.02 -

-

-
3,5385,589 千円

嘱託職員

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　有機良質米生産促進事業（１,６４１千円）
　　　　　有機良質米の生産を促進するため、農業者及び農業者団体に対し、有機たい肥の経費
　　　　の一部を助成した。（1/2補助、1,000円/tを上限、補助限度額200千円/件）

　　　２　特別栽培米等生産促進事業（２８１千円）
　　　　　市の代表的産業の酒造業と連携した酒米の生産等、特別栽培米の生産振興を図るため、
　　　　生産者等で組織する団体を支援した。（1,000円/10a、補助限度額300千円）

　　　３　環境保全型農業直接支援対策事業（４,５２１千円）
　　　　　化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減したうえで、地球温暖化防止や生物多様性
　　　　に効果の高い営農活動に取り組む農業者を支援した。
　　　　　(1)　有機農業の取組　　　　2,769ａ（2,209千円）
　　　　　(2)　堆肥の施用の取組　　 4,793ａ（2,109千円）
        　 (3)  カバークロップの取組　　254ａ（　203千円）

３　コスト情報

8,275 千円

3,390 千円 6,149 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 4,736 千円 4,207 千円

事業費合計（A) 9,085

その他

3,247 千円 5,500

-千円

-

0.20

0.74

5,264 千円

0.70

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 千円 千円

千円

千円

千円

一般財源 4,349 千円

所　属 産業部　農林水産課　農水産ブランド振興係 総合計画施策体系 1

根拠法令

目　的
（何のために）

　消費者、加工業者、販売者のニーズに対応した農産物（安全・安心な農産物、地元産農産物など）の
生産促進を図り、食の安全と消費者の信頼を確保できる地域農業振興を推進する。

対　象
（誰・何を対象に）

　農業者、消費者

事務事業名 豊かな農業づくり事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 5 新規・継続 継続

一般会計

平成 30 年度 事務事業シート 評価

6,637 千円 11,649千円

4,068 千円

千円

- ％

カバークロップすき込み作業風景 堆肥投入作業風景 

-9-

-

A

B

C

D

E

民間活力の活用

概ね妥当である。

　類似した事務事業はない。

　概ね妥当である。

増加傾向にある。
　補助金の申請件数に増減はあるが、地域産品の振興における各団体や消費者
の需要は高まってきている。

評価分析

　有機良質米生産促進事業の申請面積及び酒米の作付け面積はおおむね昨年度並みであった。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ

今後の方向性

　
　本市は、「東広島市バイオマス産業都市構想」を策定し、有機資源などを堆肥化していくプロジェクト
の認定を受けていることから、牛ふん堆肥以外の良質な有機たい肥の活用を検討する。

単位当たりコスト
の妥当性

類似した事務事業はない。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部、民間活力を活用済

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　地元農産物を使った商品開発やPR活動を、JAや商工会議所等で行っている。

　地域産品の認知度や需要は、当事業の活動によって高まっている。

削減の余地はない。

概ね適正な負担割合である。

　人件費の見直しによるコスト削減を行っており、これ以上の削減余地はない。

　市基準に基づいた定率あるいは定額の補助であり、概ね妥当である。
効
率
性

コスト削減の余地

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。
　地域農業の振興は市にとって重要であり、関係機関及び団体と連携して取り組
む必要がある。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　有機良質米促進事業補助金の利用者は牛ふんたい肥を用いているが、畜産農家の高齢化に伴い
牛ふんの堆肥化が進んでいない。
　酒米の作付け面積を拡大するためには、地元酒造メーカーの需要拡大が必要である。

総合評価
○

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

C
　成果目標である環境保全型農業直接支払交付金
事業の取り組み面積は、圃場整備による作付け面積
の減少等により目標達成に至らなかった。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

目標を大幅に下回る

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

100131 104 120 78

81

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

65.0%

特別栽培米等生産促進事業に係る事業費（人
件費含む）/酒米作付面積

千円/ha 40 37

元年度

環境保全型農業の取組面積 ha

酒米作付け面積 ha 148.5 150.1 140.3

61

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 401 5 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

有機良質米生産促進事業に係る事業費（人件
費含む）/有機たい肥散布面積

千円/ha 74

27

　環境保全に効果の高い営農活動に対して支援を行う「環境保全型農業直接支払い交付金事業」の
取組面積を指標として設定している。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

85

豊かな農業づくり事業

85有機たい肥散布面積 ha 100
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

- ％

千円 - 千円

人件費/総事業費 4.50 ％ 4.21 ％ 3.64 ％

総事業費(A)+(B) 192,883 千円 183,314 千円 202,362

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.20 1.10 1.05

臨時職員 -

-

-
7,3718,676 千円

1.10

7,722 千円

1.05

嘱託職員
-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　農地維持支払交付金（７４,７５２千円）
　　　　　農用地（田、畑、草地）の草刈等保全活動を地域共同で行った。（41組織）
　　　　　継続地区　　田：3,000円/10ａ、畑：2,000円/10ａ、草地：250円/10ａ
　　　　　負担率（国1/2、県1/4、市1/4）
　
　　　２　資源向上支払交付金（共同）（４４,３６４千円）
　　　　　農業用施設（水路、農道、ため池等）の維持補修を図った。（38組織）
　　　　　田：2,400円/10ａ、畑：1,440円/10a、草地：240円/10a
　　　　　田：1,800円/10ａ、畑：1,080円/10a、草地：180円/10a（5年継続又は長寿命化採択）
　　　　　負担率（国1/2、県1/4、市1/4）

　　　３　資源向上支払交付金(長寿命化)（６９,３０９千円）
　　　　　農業用施設（水路、農道、ため池等）の長寿命化を図った。（15組織）
　　　　　田：4,400円/10ａ、畑：2,000円/10a、草地：400円/10a
　　　　　負担率（国1/2、県1/4、市1/4）

　　　４　農地保全・景観形成推進事業補助金（５,２１６千円）
　　　　　農地・農道・水路等における法面の維持管理を行った。
　　　　　シバザクラ植栽：200円/㎡、センチピードグラス植栽：70円/㎡

３　コスト情報

175,592 千円

142,582 千円 151,109 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 134,170 千円 126,499 千円

事業費合計（A) 184,207

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 1.20

38,522 千円

千円

その他 12,270 14,443

39,867 千円 42,815

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 10,571 千円 12,542 千円

千円

千円

千円

一般財源 37,767 千円

所　属 産業部　農林水産課　生産基盤整備係 総合計画施策体系 1

根拠法令 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律

目　的
（何のために）

　地域の共同活動によって、農業・農村の持続的発展と多面的機能の健全な発揮を図るとともに、農作
業の省力化と景観形成の推進を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　農業者等地元活動組織

事務事業名 多面的機能維持管理事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 8 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 評価

194,991 千円 208,367千円

一般会計
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-

A

B

C

D

E

民間活力の活用

比較資料がない。

　中山間地域等直接支払制度と類似している。

　妥当な単位当たりコストがないため。

増加傾向にある。 　農業地域の過疎化や高齢化に伴い、ニーズが拡大している。

評価分析

　活動組織数は減少傾向にあるが、効率化を目的に広域合併が行われたことによるものであり、地域
の連携による農地・農業用施設の維持保全管理の取組が拡大されている。
　当該事業の実施によって、地域住民の共同活動による農地・農道・水路等の保全管理及び農村環境
の向上が促進され、農地の荒廃を防止するとともに、農村地域の景観形成が推進された。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ

今後の方向性

　多面的機能支払については、農地・農業用施設等の資源の適切な保全と農村の集落機能の維持向
上を図るため、地域ぐるみの共同活動や農業用施設の長寿命化対策を継続して支援していく。
　農地保全・景観形成事業については、引き続き事業効果を検証しつつ、制度のあり方を検討する。

単位当たりコスト
の妥当性

一部、類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部業務を民間委託等へ切替可能

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　多面的機能支払に係る事務を民間の推進組織に委託することが可能である。

　農地荒廃対策は、市内全ての農業地域において対策要望が強く、重要度が高い事業
である。

一部、削減の余地がある。

一部、受益者負担導入を見直す余
地がある。

　農地保全・景観形成については、補助率等に見直しの余地がある。

　農地保全・景観形成については、補助率等に見直しの余地がある。
効
率
性

コスト削減の余地

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。 　農地の保全及び農業の振興は、市が地域住民と連携を図り、取り組む必要がある。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　多面的機能支払については、地域における高齢化等の進行により活動に参画する人材が減少傾向
にあり、事務や作業の負担感が増加している。加えて、毎年制度が改変されることも要因のひとつであ
る。
　また、資源向上支払交付金（長寿命化）の単価も毎年見直されており、今後の事業額の把握が困難
になっている。

総合評価

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

A

　
　地域の連携による農地・農業用施設の維持保全管
理の取組が拡大されている。

区　分

目標をやや下回る

○

増額

コスト投入状況

成果上がらず

目標を大幅に下回る

470,000102.2%

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

2,6002,463 2,524 2,550 2,522

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

98.9%

420,000 429,127

元年度

農地保全・景観形成推進事業
累計植栽面積 ㎡ 289,899 373,594

多面的機能支払
取組面積（農地維持）

ha

農地保全・景観形成推進事業
実施件数

件 15 20 18

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 401 8 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

 
　多面的機能支払交付金事業及び農地保全・景観形成推進事業においては、実施した面積が拡大
することによって、事業の目的である農地・農村の保全及び景観形成の推進が図られるため、取組面
積及び累計面積を成果指標とした。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

多面的機能支払
活動組織数

組織 46 41

多面的機能維持管理事業

41
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

平成 30 年度 事務事業シート 評価

281,678 千円 288,834千円

一般会計事務事業名 中山間地域等対策事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 9 新規・継続 継続

根拠法令

目　的
（何のために）

　中山間地域の耕作不利地における農業生産・農地保全活動を支援し、遊休農地や耕作放棄地の拡
大を防止し、農地の多面的機能を維持する。

対　象
（誰・何を対象に）

　集落組織、認定農業者

所　属 産業部　農林水産課　生産基盤整備係 総合計画施策体系 1

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 39,961 千円 40,393 千円

千円

千円

千円

一般財源 37,019 千円 37,827 千円

千円

その他 39,591 41,202

37,771 千円 40,188

-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　中山間地域等直接支払交付金（２８０,８２２千円）
　　　　　集落協定、個別協定に基づき5年以上継続して農業生産活動を行う組織に対する支援
　　　　を行い、農地の多面的機能の保全を図った。（協定数：123組織）
　　　　(1)　体制整備単価
　　　   　　田　国の指定地域　傾斜度1/20　田21,000円/10ａ　補助率（国1/2、県1/4）
　　　　   　　　　　　　　　　　　　緩傾斜1/100　田8,000円/10ａ　補助率（国1/2　県1/4）
　　　   　　　　 県の特認地域　傾斜度1/20　田21,000円/10ａ　補助率（国1/3、県1/3）
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　緩傾斜1/100　田8,000円/10ａ　補助率（国1/3、県1/3）
　　　   　　畑　国の指定地域　傾斜度 15度　畑 11,500円/10ａ　補助率（国1/2、県1/4）
　　　　　　　　　 　　　　　　　　　緩傾斜　8度　田 3,500円/10ａ　補助率（国1/2　県1/4）
　　　　   　　　 県の特認地域　傾斜度 15度　畑 11,500円/10ａ　補助率（国1/3、県1/3）
　　　　　　　　　 　　　　　　　　　緩傾斜　8度　田 3,500円/10ａ　補助率（国1/3、県1/3）
　　　　(2)　基礎単価
　　　   　　体制整備単価の8割　傾斜区分・補助率は通常単価と同じ

　　　　(3)　平成27年度から平成31年度の継続事業（第4期対策）
　　　　　   取組み要件が緩和されたことにより協定数、対象面積が増加
   　　　　　H23年度　110協定
　　　　   　H24年度　110協定
　　　　   　H25年度　117協定
　　　　　   H26年度　120協定
　　　　　   H27年度　117協定
　　　　　   H28年度　120協定
　　　　　   H29年度　121協定
　　　　　　 H30年度　123協定

３　コスト情報

279,787 千円

203,514 千円 207,444 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 199,725 千円 201,999 千円

事業費合計（A) 276,335

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 1.00

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.00 1.00 1.05

臨時職員 -

-

-
7,3717,230 千円

1.00

7,020 千円

1.05

嘱託職員

人件費/総事業費 2.55 ％ 2.45 ％ 2.55 ％

総事業費(A)+(B) 283,565 千円 286,807 千円 289,049

- ％

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円
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A

B

C

D

E

協定数 組織 120 121

中山間地域等対策事業

123

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 401 9 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

　農地の多面的機能を保全するための事業であることから、維持する農地等の良好な保全活動を計る
指標として、協定面積を設定した。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

95.9%

元年度

協定面積 ｈａ

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

2,0041,925 1,950 2,048 1,965

目標を大幅に下回る

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　本事業は、耕作放棄地の増加が懸念される中山間地域において、耕作放棄地の発生の防止や国土
保全等に高い効果を発揮しているが、高齢化等により作業や事務の負担感が増加している。また、多
面的機能支払事業の活動内容及び交付金の使途に類似するものがあり区分けに苦慮している。

総合評価

○

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

B
　地域との連携による農地保全の取り組みが拡大さ
れ、遊休農地や耕作放棄地の拡大を防止した。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。 　制度上、取組組織との連携役として市の関与が不可欠であるため。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

今後の方向性

　中山間地域等の農業生産条件の不利な地域においては、耕作放棄地の増加、農地のもつ多面的
機能や集落の維持が難しくなることが懸念されており、継続して事業を実施することが必要である。

単位当たりコスト
の妥当性

一部、類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

全て市直営が望ましい。

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　制度上、取組組織との連携役として市の関与が不可欠であるため。

　耕作放棄地対策は、市内全ての農業地域において対策要望が強く、重要度が
高い事業である。

削減の余地はない。

概ね適正な負担割合である。

　国の補助制度によるため。

　国の補助制度によるため。
効
率
性

コスト削減の余地

民間活力の活用

概ね妥当である。

　多面的機能支払制度と重複する事業メニューがある。

　国の補助制度によるため。

増加傾向にある。
　農業地域の過疎化や高齢化に伴い、取り組みに向けての相談件数が増加して
いる。

評価分析

　事業制度の普及・推進の結果、平成30年度は協定数123協定、協定面積1,965haの締結となった。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ

-14-



( )

-

6 款 1 項 4 目

4 -

２　事務事業の概要・活動実績

　

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

総事業費(A)+(B) 6,691 千円 6,216 千円

％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

14,813 千円 - 千円

人件費/総事業費 38.71 ％ 39.53 ％ 33.17

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.35 0.35 0.70

千円
人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.35

2,590 千円

0.35

2,457 千円

0.90

事
業
費

-

嘱託職員 0.20 -
4,914

一般財源 4,101 千円 3,759 千円 6,776 千円 7,546

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

9,899 千円 10,918 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 4,101 千円 3,759 千円

3,123 千円 3,372 千円

地方債 千円 千円

対　象
（誰・何を対象に）

　畜産農家

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　賀茂地域酪農団体連絡協議会負担金（１５０千円）
　　　　　乳用牛の能力向上を図る目的で設立された協議会の運営費を負担した。
　
　　　２　南部地域家畜診療所運営協議会負担金（１,９５５千円）
　　　　　家畜診療や人工授精・受精卵移植等を行う南部地域家畜診療所の運営費を負担した。

　　　３　広島県畜産協会負担金（１３６千円）
　　　　　畜産の振興を経営面から支援し、経営の安定と向上を図る事業を推進する協会に対して、
　　　　運営費の負担を行った。

　　　４　畜産経営安定対策事業補助金（８６９千円）
　　　　(1)　優秀和牛の生産支援（70千円）
　　　　　　酪農家と肉用牛生産農家の連携を図り、乳用牛を活用した肉用牛（黒毛和種）の子牛
　　　　　を生産することにより、収益向上と経営の安定を図った。
　　　　　　優秀黒毛和種の精液導入 ： 2本
　　　　　　受精卵の採卵 ： 1回
　　　　　　乳用牛への受精卵移植 ： 1頭
　　　　(2)　畜産予防対策事業（758千円）
　　　　　　家畜への予防接種を促進するため、接種に係る費用の一部を支援した。
　　　　　　牛異常三種混合予防接種 ： 623頭、牛下痢五種混合ワクチン ： 162頭
　　　　　　鶏ニューカッスル病生ワクチン ： 22千ドース
　　　　(3)　広島県畜産共進会出品助成（41千円）
　　　　　　東広島市の種牛、枝肉の評価向上に努めている畜産家の広島県畜産共進会への
　　　   　出品に係る経費を支援した。
　　　　　　出展頭数 ： 5頭

　　　５　地域振興補助金（２００千円）
　　　　　場外勝馬投票券発売所（ＢＡOO東広島）の開設に伴い、地域で総合的な地域振興を図
　　　　るための補助（定額）。

【新】６　東広島ブランド地鶏の開発支援（６,５１４千円）
　　　　　新たなブランド産品の創生に向けて設立した「東広島ブランド地鶏開発振興協議会」の
        運営費や、本協議会が「（仮称）東広島ブランド地鶏」の開発を目的に広島大学と行った
        共同研究に必要な委託費を補助した。
　　　　　　　協議会運営費　　　268千円
　　　　　　　研究委託費　　　 5,800千円
　　　　　　　鶏舎整備補助　     446千円

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

根拠法令

目　的
（何のために）

　経営が不安定で、規模が縮小する傾向にある畜産業を支援するため、畜産農家の環境整備を行い、
収益向上の取組みを支援するとともに、防疫体制を整えることにより、畜産経営の安定化を図る。

所　属 産業部　農林水産課　農水産ブランド振興係 総合計画施策体系 1

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 11 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 評価

事務事業名 畜産振興事業 一般会計 ソフト
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A

B

C

D

E

６　課題及び今後の方向性

課　題

　黒毛和牛子牛の販売価格は上昇傾向であるが、畜産農家の高齢化が進み、経営上のリスクを伴う優
秀和牛増頭に対する飼育意欲が低くなっている。

今後の方向性

　畜産農家への情報提供や働きかけを強め、メリットをPRすることで増頭を促進し、広島県等と連携して
防疫体制を整え、畜産農家の所得向上と経営の安定化を図る。
　また、新たな畜産ブランドの創生に向けて、広島大学との共同研究により、東広島ブランド地鶏の開
発を行い、令和3年度までの市場化を目指す。

施策への貢献度
今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。 　畜産経営の安定化が図られ、施策への貢献度は高い。

負担割合の適正度 概ね適正な負担割合である。 　他の補助金と比較しても概ね適正な負担割合である。
効
率
性

コスト削減の余地 削減の余地はない。 　人件費においてコスト削減の余地はない。

民間活力の活用 一部、民間活力を活用済 　畜産協会による事業の実施。

単位当たりコスト
の妥当性

概ね妥当である。 　コストは前年並みであり、概ね目標は達成した。

有
効
性

類似事業の有無 類似した事務事業はない。 　類似した事務事業は存在しない。

市民ニーズの傾向 あまり変化はない。
　畜産農家数に変化が少ないため、申請件数は横ばいであるが、本補助金に対
するニーズは高い。

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。 　畜産経営の安定化を図る上で、市としての取組は必要。

区　分
削減 同じ 増額

コスト投入状況

区分 評価項目 評　　価 判断理由・評価コメント

総合評価 B
　畜産農家を取り巻く環境が厳しいなか、乳・肉用牛
の飼育農家支援について目標を概ね達成できた。

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

目標を大幅に下回る

成果上がらず

○
目標をやや下回る

５　事務事業の評価

評価分析

　乳用牛の飼養農家戸数は減少したが、肉用牛の飼養農家戸数は維持できた。

（目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

88.2% 17

肉用牛の飼養農家戸数 戸 24 21 24 21 87.5%

乳用牛の飼養農家戸数 戸 17 17 17 15

21

24,246

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　飼養頭数は、時期によって増減が激しいことから、安定的に農業経営が行われていることを確認する
ため、飼養農家戸数を指標として設定している。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

事業費/畜産農家戸数（乳用牛・肉用牛） 円/戸 163,195 163,605 162,278

事業費/地鶏の飼育羽数 円/羽

元年度 ―年度
（実績値） （実績値）

2

ワクチン予防接種頭数
（牛異常産三種混合、下痢五種混合）

頭 866 807 785

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

市内の繁殖農家が導入した優秀受精卵産子の
数

頭 4 3

４　指標 事務事業番号 401 11 事務事業名 畜産振興事業
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

平成 30 年度 事務事業シート 評価

39,672 千円 34,990千円

一般会計事務事業名 土地改良事業支援事業 混在

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 12 新規・継続 継続

根拠法令 土地改良法

目　的
（何のために）

　市内の土地改良区が実施する土地改良事業を助成することにより、農用地の区画形質の改善と道水路等の整
備を促進し、農業生産の向上、生活環境の整備、農業構造の改善を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　土地改良事業参加農家

所　属 産業部　農林水産課　生産基盤整備係 総合計画施策体系 1

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 6,500 千円 18,400 千円 5,900
事
業
費 千円 千円 千円

千円 5,000

千円

千円

一般財源 20,798 千円 16,162 千円

千円

その他 1,901

19,514 千円 25,224

-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　県営事業負担金 等（１７,５４２千円）
　　　　　安宿地区：農業競争力強化基盤整備事業負担金（5,968千円：事業費×10％）
　　　　　東高屋地区：農山漁村地域整備交付金負担金（11,574千円：事業費×10％）
　
　　　２　ほ場整備事業通常償還及び農業経営高度化支援事業補助（１８,４２８千円）
　　　　　平成11年度までに実施済みのほ場整備事業借入金の償還補助
　　　　　(旧市地区・福富地区・黒瀬地区)及び繰上償還等の補助(黒瀬地区)
　　　　　乃美地区：農業経営高度化支援事業補助金（10,950千円）

　　　３　園芸作物条件整備事業（３,５６１千円）
　　　　　園芸作物条件整備事業直営施工委託料
　
　　　４　土地改良区の指導事務
　　　　　設立検討地区への事業相談等支援

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【アスパラガスほ場のイメージ】

３　コスト情報

70,234 千円

14,258 千円 4,766 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 10,567 千円 35,672 千円

事業費合計（A) 39,766

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 1.00

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.00 1.20 1.03

臨時職員 -

-

-
6,7427,230 千円

1.20

8,424 千円

1.03

嘱託職員

人件費/総事業費 15.38 ％ 10.71 ％ 14.53 ％

総事業費(A)+(B) 46,996 千円 78,658 千円 46,414

- ％

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【負担金】県営農業競争力強化基盤整備事業等負担金（安宿地区） 2,732,000 円

【負担金】県営農山漁村地域整備交付金（東高屋地区） 10,000,000 円
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A

B

C

D

E

土地改良事業地区数 地区 2 2

土地改良事業支援事業

2

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 401 12 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

　
　営農環境の向上を図る指標として、ほ場整備率（要ほ場整備面積に対する整備を行った割合）を設
定する。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

99.8%

元年度

ほ場整備率 ％

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

90.089.0 89.0 89.7 89.5

目標を大幅に下回る

○

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　農業基盤整備促進事業については、事業実施後の担い手となる農業法人等の営農計画や地域営
農ビジョン等、担い手及び地域との連携を密に図りながら進めていく必要がある。
　また、事業実施から年数が経過した地域については、施設の老朽化への対応等が必要となってい
る。

総合評価

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

B
　農業生産基盤の効率化を図ることで、推進品目（白
ネギ、アスパラガス）の生産性向上を推進した。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。 　制度上、取組組織との連携役として市の関与が不可欠であるため。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

今後の方向性

　農業生産基盤の安定化を図るとともに、農地所有適格法人等への農地の流動化を促進し、効率的な
農業を推進するために、本事業は欠かせない事業であり、今後も継続して実施していく。
　また、改正土地改良法に基づく農地中間管理機構関連農地整備事業を活用し、効率的で生産性の
高い農業経営に取り組める環境づくりを進める。

単位当たりコスト
の妥当性

類似した事務事業はない。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部、民間活力を活用済

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　制度上、取組組織との連携役として市の関与が不可欠であるため。

　農業基盤整備対策は、市内すべての農業地域において対策要望が強く、重要
度が高い事業である。

削減の余地はない。

概ね適正な負担割合である。

　国・県の制度活用によるため。

　国・県の制度活用によるため。
効
率
性

コスト削減の余地

民間活力の活用

概ね妥当である。

　個人の土地（農地）改良を支援できるのは、本事業のみである。

　国・県の制度活用によるため。

増加傾向にある。
　法人や担い手による農地の集約化に伴い、取り組みに向けての相談件数が増
加している。

評価分析

　県営農業競争力強化基盤整備事業（安宿地区）及び県営農山漁村地域整備交付金（東高屋地区）
において、暗渠排水、土層改良、農業用水施設整備を行った結果、農業生産基盤の効率化を図ること
ができた。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

- ％

千円 - 千円

人件費/総事業費 27.01 ％ 22.90 ％ 20.10 ％

総事業費(A)+(B) 30,378 千円 37,134 千円 31,430

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.10 1.20 0.90

臨時職員 0.12 0.04 -

-

-
6,3188,204 千円

2.84

8,503 千円

2.80

嘱託職員 3.20 1.60 1.90
-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　新規就農者育成研修事業の実施（１９２千円）
　　　　(1)　概要
　　　　　　市内で就農を目指す人（45歳未満）に対して、野菜・花きに関する栽培技術の習得を目
　　　　　的とした研修を実施し、園芸農業の担い手（認定新規就農者）を育成した(実績1人）。
　　　　(2)　内容
　　　　　　園芸センターほ場及び施設(ハウス)での栽培実習、出荷体験、先進農家での研修、農
　　　　　業簿記・作物栽培に関する知識及び農業機械操作技術の習得など。

　　　２　野菜・花き・果樹生産講座の実施（１９０千円）
　　　　(1)　概要
　　　　　　農産物直売所等への出荷を目指して野菜・花き・果樹の栽培を開始しようとする人に対
　　　　　して、栽培技術の習得を目的とした講座を開催し、多様な就農者の育成を図った。
　　　　(2)　内容
　　　　　　園芸センターほ場及び施設（ハウス）での実習による栽培技術の習得及び講義による
　　　　　知識習得、先進的農家・市場の視察など。
　　　　　　ア　野菜コース　4月～3月、11回開催、14人受講
　　　　　　イ　花きコース　11月～8月、13回開催、3人受講
　　　　　　ウ　果樹コース　4月～1月、11回開催、10人受講

　　　３　農業次世代人材投資資金（旧青年就農給付金（経営開始型））の交付（２４,７３０千円）
　　　　　次世代を担う農業者となることを志向する者に対し、就農直後の経営確立を支援する資
　　　　金を交付し支援した（継続交付：17人、新規交付：4人）

　　　４　園芸日曜講座の実施
　　　　　野菜・花き・果樹による就農機会を新たに創出するため、基礎的な講座を日曜日に開催
　　　　した（4月～3月、10回開催（7月、8月は豪雨災害のため中止）、26人受講）。

　
                           　新規就農者育成研修　　　　　　　　　　　　生産講座（果樹コース）

３　コスト情報

28,631 千円

24,724 千円 34,500 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 21,750 千円 24,663 千円

事業費合計（A) 22,174

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 4.42

3,468 千円

千円

その他

388 千円 967

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 500 千円 千円

千円

千円

千円

一般財源 424 千円

所　属 産業部　園芸センター　園芸振興係 総合計画施策体系 1

根拠法令

目　的
（何のために）

　多様な担い手を育成するため、新規就農者育成研修事業や野菜・花き・果樹生産講座などを実施
し、担い手の育成を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内就農希望者、市内農業者

事務事業名 就農者育成事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 13 新規・継続 継続

一般会計

平成 30 年度 事務事業シート 評価

25,112 千円 35,467千円
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A

B

C

D

E

民間活力の活用

比較資料がない。

　他市も担い手を育成する制度はあるが、園芸センター施設と高度な知識を有し
た職員を配置した点は優位である。
　他市も担い手を育成する制度はあるが、目的や育成方針が異なるため比較で
きない。

増加傾向にある。
　園芸作物の担い手の高齢化並びに休耕地が進展しており、多様な農業担い手
の育成・確保のニーズは増加傾向にある。

評価分析

　新規就農者育成研修は、1人の研修生を受け入れ、県をはじめ関係機関の協力により研修が実施で
きた。
　生産講座では、生産技術の講義・実習等により、販売を目的とした多様な担い手を育成できた。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ

今後の方向性

　高齢化による園芸作物生産者の減少に対応し、農業・農村の活性化に資するため、体系的な技術指
導、講義等による新規就農者や多様な担い手の育成は急務である。技術指導、講義等は専門的知
識・経験を有する職員等が必要である。
　なお、消費者へ安全・安心な園芸作物の供給を図ることは、国の重要な政策であり、多様な担い手を
確保することは、市としての必須の課題であることから、今後も継続して施策を展開していく。

単位当たりコスト
の妥当性

一部、類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

全て市直営が望ましい。

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　園芸センターの16棟のハウスや露地ほ場を利用した体験型の研修ができるた
め、市直営が望ましい。
　就農者育成事業は、農業・農村の活性化にとって必要な施策であるとともに、貢
献度も高い事業である。

削減の余地はない。

概ね適正な負担割合である。

　研修生に研修奨励金を交付していたが、国の農業次世代人材投資事業（準備
型）を活用することとしたため、コスト削減の余地はない。

　新規就農者育成研修事業は市独自の制度のため、適正である。
効
率
性

コスト削減の余地

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。
　園芸作物の多様な担い手を育成することは、園芸センターを活用することが最
も効率的かつ効果的である。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　新規就農者は、生産技術や施設（ハウス）整備の準備に不安を抱えているため、研修スケジュールを
精査する必要がある。その不安を解消するための研修内容となっているかが、就農を促進する上での
当面の課題である。さらに研修後、消費者へ安心・安全な園芸作物の供給を図る農業の担い手として
成長させるためには、生活に必要な収入が得られ、退職や老後に備えて必要な蓄えができるかを市と
してどうバックアップしていくかが最大の課題である。

総合評価

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

B
　広島県（農林事業所、農業技術指導所）及び農業
委員会、ＪＡ等と協力し新規就農者育成研修事業を
行ったことで、地域の農業を担う認定農業者になり得
る生産者数や地産地消を担う生産者数は、確実に増
加している。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

目標を大幅に下回る

409

○

101.6%

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

2826 26 28 27

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

96.4%

379 385

元年度

生産講座を受講した後に就農し
た人数(累計)

人 331 360

新規就農者育成人数(累計) 人

生産講座(野菜、花き、果樹)の受講者数（年間） 人 49 29 27

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 401 13 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

　新規就農者育成研修、生産講座（野菜・花き・果樹）の実施により、園芸農家の担い手及び、多様な
就農者の育成に効果があり、就農した人数の累計値を成果指標として設定している。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

新規就農者育成研修の研修者数（年間） 人 2 0

就農者育成事業

1
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

平成 30 年度 事務事業シート 評価

20,469 千円 19,318千円

事務事業名 園芸振興事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 14 新規・継続 継続

一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　本市の地産地消の担い手である園芸作物農家の指導を中心に行い、安全・安心な農産物を市民に
安定供給し、地産地消を推進すると同時に、園芸作物農家の所得の向上を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内農業者

所　属 産業部　園芸センター　園芸振興係 総合計画施策体系 1

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 千円 千円

千円

千円

千円

一般財源 18,225 千円 16,934 千円

千円

その他

20,469 千円 19,318

-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　生産者への技術支援（１３,２０８千円）
　　　　　地域農業推進指導員・園芸センター技術職員が、園芸作物(野菜・花き・果樹)の生産者
　　　　を巡回指導、電話相談、現地指導することにより、栽培技術面での支援を行った。

　　　２　農林水産業振興事業による産地育成及び生産者支援（７,１４５千円）
　　　　　各種補助事業により産地の育成、特産振興品の育成、地産地消の推進及び就農者の育
　　　　成を図った。生産者が行う堆肥の購入、パイプハウスの新設などに対して、補助金を交付し
　　　　支援した。

　　　３　各園芸作物振興団体への加入（１１６千円）
　　　　　園芸作物の振興を図る各種団体へ加入し、野菜価格が下落した場合、価格補てん金を
　　　　交付したり、会員相互の連絡協調、生産性と品質向上を目的とした会議等を開催するなど、
　　　　広島県域等で計画的な振興を行った。

         　　　　白ネギ　　　　　　　　　 　　　　　西条柿　　　　　　　　　　　　    　トルコギキョウ
  (生産量、販売額が伸びている)     (西条町が発祥の地である)        　　(市の推進品目である)

３　コスト情報

16,934 千円

千円 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 18,225

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 2.17

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.05 1.00 1.20

臨時職員 0.12 0.04 -

-

-
8,4247,843 千円

2.34

7,099 千円

2.20

嘱託職員 1.00 1.30 1.00

人件費/総事業費 30.09 ％ 29.54 ％ 29.16 ％

総事業費(A)+(B) 26,068 千円 24,033 千円 28,893

- ％

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円
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-

A

B

C

D

E

生産者巡回指導件数 件 406 314

園芸振興事業

327

農林水産業振興事業による各種補助金の交付
件数

件 49 47 46

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 401 14 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

　農林水産業振興事業による産地育成及び生産者支援により、園芸作物の供給量を向上させる目的
から、市内直売所等における野菜・花き・果樹の販売金額（1月から12月）を成果指標として設定してい
る。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

80.4%

元年度

野菜・花き・果樹の直売所等販売
額

千円

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

780,000710,107 652,614 780,000 627,022

目標を大幅に下回る

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　非常勤職員である地域農業推進指導員は、県技術職やＪＡ営農指導員などの退職者を採用し指導
体制を整えているが、近年、該当者が少なくなり、今後の指導体制について検討すべき時期にきてい
る。また、補助事業が事業目的（産地の育成、特産振興品の育成、地産地消の推進及び就農者の育
成）に照らし、より効果的なものとするために検討する必要がある。

総合評価

○

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

B
　ＪＡをはじめ、各部会等と連携し栽培指導・巡回指
導したことで、市内直売所等の販売額は概ね目標を
達成できた。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。
　地産地消を推進することは、市の農政にとって重要であり、市が、関係機関と連
携・協力して取り組む必要がある。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

今後の方向性

　園芸作物生産者等への技術指導や補助事業の制度は、地産地消による自給率の向上に不可欠で
あり、市農政の一環として行うべきものである。
　消費者へ安全・安心な園芸作物の供給を図ることは国の重要な政策である。また、産地の育成、地
産地消を推進することは行政としての責務であることから、今後も継続して施策を展開していく。

単位当たりコスト
の妥当性

一部、類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

全て市直営が望ましい。

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　生産者への技術支援の対象者は直売所等出荷者のため、市直営が望ましい。

　園芸振興事業は、農業・農村の活性化に必要な施策であり、貢献度が高い事
業である。

削減の余地はない。

概ね適正な負担割合である。

　農林水産業振興事業は、実績や予測を踏まえた予算額の削減は困難である。

　農林水産業振興事業は、市基準により定率及び定額の補助であり、概ね適正
な負担割合である。

効
率
性

コスト削減の余地

民間活力の活用

比較資料がない。

　巡回指導や単市の補助事業は、他市にもあるが、目的や手法が異なる。

　巡回指導や単市の補助事業は、他市にもあるが、目的や手法が異なるため比
較できない。

増加傾向にある。
　市内直売所等の販売額は増加傾向にあり、安全・安心な園芸作物を購入した
いニーズは年々高まっている。

評価分析

　生産者への技術支援として、巡回指導を計画的に実施したが園芸作物の市内直売所等販売額は、
豪雨災害の影響もあり目標値に比べ約20％減少した。
　農林水産業振興事業による産地育成及び生産者支援は、農業に意欲を持ち、積極的に取り組んで
いる農業者等に対し支援できた。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

平成 30 年度 事務事業シート 評価

39,233 千円 41,768千円

事務事業名 農業委員会及び事務局運営事務 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 20 新規・継続 継続

一般会計

根拠法令 農業委員会等に関する法律

目　的
（何のために）

　農業生産力の増進及び農業経営の合理化を図り、農業の健全な発展に寄与する。

対　象
（誰・何を対象に）

　農業者、農地

所　属 農業委員会事務局 総合計画施策体系 1

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 315 千円 289 千円

千円

千円

千円

一般財源 22,370 千円 23,130 千円

千円

その他 371 267

22,680 千円 25,237

-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　委員報酬（３０,８１０千円）
　　　　　主に合議体としての決定行為を行う農業委員と担当地区での現場活動を行う農地利用最
　　　　適化推進委員が協働して農地利用の最適化の推進を図る。

　　　２　農地の貸借・売買の許可・決定等及び農地利用の最適化の推進（８,４２３千円）
　　　　（1）　農地法に基づく農地の貸借・売買等の許可等を行った。
　　　　　　　＜申請受付件数＞
　　　　　　　農地法第3条：136件　　農地法第4条：29件　　農地法第5条：246件

　　　　（2）　農業経営基盤強化促進法に基づき、農用地利用集積計画の決定を行った。
　　　　　　　Ｈ30年度利用権設定件数：858件
　　　　　　　利用権設定面積（Ｈ30年度末累計）：2,051ha
　　　　　　　農用地利用集積率：23.1％

　　　　（3）　農地法に基づく農地の利用状況調査及び農地の利用意向調査を行った。
　　　　　ア　利用状況調査（農地パトロール）
　　　　　　　実施時期：7月～9月
　　　　　　　調査員数：83人
　　　　　イ　利用意向調査
　　　　　　　意向調査実施筆数：148筆
　　　　　　　意向調査実施面積：8ha

　　　　（4）　担い手への農地の利用集積・集約化及び新規就農・新規参入の促進
　　　　　　担い手への農地利用の集積・集約化や人・農地プランの作成・見直しなどへの助言、支援
　　　　　活動のため、広島県、農地中間管理機構及び農業関係機関と連携を図り取り組んだ。

３　コスト情報

37,295 千円

16,264 千円 16,264 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 2,508 千円 13,850 千円

事業費合計（A) 25,249

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 9.64

千円
人
役
内
訳

正規職員 7.41 7.41 8.37

臨時職員 1.33 1.48 1.56 -

-

-
60,89255,345 千円

9.79

54,423 千円

10.83

嘱託職員 0.90 0.90 0.90

人件費/総事業費 68.67 ％ 59.34 ％ 60.82 ％

総事業費(A)+(B) 80,594 千円 91,718 千円 100,125

- ％

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

-23-

-

A

B

C

D

E

利用権設定件数 件 962 767

農業委員会及び事務局運営事務

858

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 401 20 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

　東広島市農業経営基盤強化基本構想において、農用地利用集積率の目標を３０％と定めているた
め。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

98.3%

元年度

農用地利用集積率 ％

8年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

30.024.322.0 22.8 23.5 23.1

目標を大幅に下回る

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　農用地利用集積率は年々増加しているが、目標値には届いていない。農業者の高齢化や担い手不
足などにより、耕作されない農地が増加しているほか、耕作条件の整っていない地域での担い手への
農地集積・集約化、遊休農地の解消・発生防止がより一層困難な状況となっている。

総合評価

○

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

B
　平成30年度目標値には届いていないが、農用地利
用集積率は年々増加しており、概ね達成できた。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。
　農業経営基盤強化促進法に基づき、農用地利用集積計画は市が定めるものと
されている。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

今後の方向性

　農地中間管理機構を活用した担い手への集積と、機構を介さない利用権設定を地域性等に応じて
使い分けながら、農地の集積・集約化と優良農地の維持・活用に努める。
　また、農業委員及び農地利用最適化推進委員が連携し、地域での話し合いへの参加や意見集約の
まとめ役を目指すとともに、貸出可能な農地情報を収集し担い手へ情報提供することで、効果的な農
地の集積・集約化、遊休農地の解消・発生防止に努める。

単位当たりコスト
の妥当性

類似した事務事業はない。

負担割合の適正度

施策への貢献度

全て市直営が望ましい。

一定の影響度、貢献度がある。

　制度上、市の関与が欠かせない

　農地の利用集積・集約化を進めることで遊休農地の解消を図ることができるた
め、貢献度は高い事業である

削減の余地はない。

概ね適正な負担割合である。

　法に基づいた制度であるため妥当である

　法に基づいて実施しており、適正である
効
率
性

コスト削減の余地

民間活力の活用

概ね妥当である。

　類似した事業はない

　総事業費は増加しているが、概ね妥当である

増加傾向にある。
　農業後継者の不足や高齢化、担い手不足などの農業を取り巻く環境は厳しく、
利用権設定の需要は高まっている

評価分析

　農業委員の任命及び農地利用最適化推進委員の委嘱により、現場活動の強化を図ることができた。
これにより、農地利用状況調査（農地パトロール）において、管内全域の遊休農地等の現状を整理する
ことができ、ＧＩＳ図面への落とし込みにより視覚的に把握することが可能となった。
　あわせて地域での活動として貸出可能な農地情報の収集に努め、担い手へ情報提供するなどし、農
地の集積・集約化を進めた。
　利用権の設定件数は前年度を上回り、農用地利用集積率もほぼ計画どおり増加している。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

平成 30 年度 事務事業シート 評価

5,769 千円 17,625千円

事務事業名 農業・農村活性化事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 23 新規・継続 継続

一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　農林水産業の成長産業化を達成するため、新規園芸就農者支援による定住並びに地産地消推進
による農業・農村の活性化を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　新規園芸就農者、農産物直売所出荷農家、消費者

所　属 産業部　園芸センター　園芸振興係 総合計画施策体系 1

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 千円 千円

千円

千円

千円

一般財源 14,810 千円 6,576 千円

千円

その他 15,757

2,885 千円 8,813

-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

 
　　　１　新規園芸就農者経営基盤強化促進事業
　　　　　計画的な定住を進めるとともに、園芸就農者の安定経営を推進するため、就農時に必要
　　　　な施設等に対する財政支援制度について周知した。

　　　２　東広島テトラネット（直売所等情報ＦＭ広報制作放送）（４,０００千円）
　　　　　消費者と生産者や消費者相互の交流を深め地産地消をより推進するため、ＦＭ東広島と
　　　　共同で直売所情報等をリアルタイムに提供した。
　　　　（1）　番組名：明るい食卓
　　　　（2）　期間：平成30年4月～平成31年3月
　　　　（3）　その他：日曜日を除く毎日、午前の1日1回24分間の生放送

　　　３　就農支援制度広報（フェア出展）活動（７８９千円）
　　　　　新規就農者育成研修事業の研修生を確保して、園芸農業による定住・移住を着実に促
　　　　進するため、新・農業人フェア等にブース出展し、本市の魅力、研修制度、各種支援策等
　　　　をＰＲした（東京－1回、大阪－1回、広島－2回）。
　
【新】４　短期農業体験研修の支援（９８０千円）
　　　　　将来の農業・農村の担い手を育成するため新規就農による移住希望者に対し、本市の就
　　　　農に関する研修事業をはじめとした支援策等を紹介した（12月実施、3人参加）。

        　　　　　　　　　　　ＦＭ東広島　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フェア出展

３　コスト情報

8,766 千円

2,884 千円 8,812 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 4,936 千円 2,190 千円

事業費合計（A) 35,503

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.75

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.70 0.60 0.60

臨時職員 0.05 0.04 -

-

-
4,2125,186 千円

0.64

4,291 千円

0.60

嘱託職員

人件費/総事業費 12.75 ％ 32.86 ％ 42.20 ％

総事業費(A)+(B) 40,689 千円 13,057 千円 9,981

- ％

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円
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-

A

B

C

D

E

フェア（展示会）への出展数 回 5 4

農業・農村活性化事業

4

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 401 23 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

　「東広島市まち・ひと・しごと創生総合戦略」における農林水産業の成長産業化の数値目標である、
新規園芸就農者と家族の定住・移住者数を成果指標として設定している。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

106.3%

元年度

新規園芸就農者と家族の定住・
移住者数（累計）（H27～）

人

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

6025 39 48 51

目標を大幅に下回る

○

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　園芸農業による定住・移住者を確保するためには、住居と農地情報を移住希望者に提供する必要が
あり、住民自治協議会や定住サポートセンターと密接な連携を持ち、全庁的に取り組む必要がある。

総合評価

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

A
　農業次世代人材投資事業を活用したことで、就農
者と家族の定住者数は着実に増加している。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。
　農業・農村の活性化を図るためには、関係部局と連携・協力して取り組む必要
がある。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

今後の方向性

　園芸農業による農村部への定着を図るため、就農に必要な施設・機械に対し継続的に財政的支援を
行う。
　また、市民に市内の園芸農業情報を発信し地産地消を推進するとともに、農業・農村の活性化を図
る。

単位当たりコスト
の妥当性

類似した事務事業はない。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部、民間活力を活用済

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　一部の事業は既に民間活力を活用している。

　農業・農村活性化事業は、過疎化が進む農村部に必要な施策であるとともに、
貢献度が高い事業である。

削減の余地はない。

概ね適正な負担割合である。

　今後、事業を積極的に進めるためには、削減は困難である。

　農業・農村の活性化を目的とした事業であり、市の負担割合は適正である。
効
率
性

コスト削減の余地

民間活力の活用

比較資料がない。

　類似した事務事業はない。

　類似した事務事業が無いため、比較できない。

増加傾向にある。
　消費者アンケート結果では、「市内直売所の利用頻度が増えた」など、直売所を
必要とする市民ニーズがある。

評価分析

　新規園芸就農者経営基盤強化促進事業は、研修生不在のため事業実施はなかった。
　新・農業人フェア出展及び短期農業体験研修は、本市の魅力、研修制度、各種支援策がＰＲでき、
本市の認知度向上に一定の効果があった。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

- ％

千円 - 千円

人件費/総事業費 15.46 ％ 19.50 ％ 10.10 ％

総事業費(A)+(B) 46,753 千円 54,001 千円 98,507

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.00 1.50 1.60

臨時職員 -

-

-
9,9527,230 千円

1.50

10,530 千円

1.60

嘱託職員
-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　有害鳥獣の捕獲対策（３８,７５２千円）
　　　　(1)　有害鳥獣捕獲報償金（23,363千円）
　　　　　　イノシシ：2,181頭/7,000円、シカ：1,129頭/7,000円 等
　　　　(2)　有害鳥獣捕獲班要請及び設備管理謝礼（10,252千円）
　　　　　　捕獲班員の出動実績に応じて一人当たり１回1,500円（9,084千円）
　　　　　　捕獲柵(箱わな)管理及び設置謝礼：292基/4,000円（1,168千円）
　　　　(3)　有害鳥獣の捕獲体制整備（4,331千円）
　　　　　　捕獲班（各町1：計9班/180名）の損害保険費用を負担（1,350千円）
　　　　　　捕獲班における捕獲技術向上活動に関する費用を助成（3件：134千円）
　　　　　　捕獲班における捕獲柵等の整備に関する費用を助成（2,847千円）
　　　　(4)　有害獣捕獲柵設置事業補助金（48千円）
　　　　　　有害獣捕獲柵の設置に関する費用を助成した。（3件）　実費*1/4、上限：50千円
　　　　(5)　狩猟免許取得費・更新費補助事業補助金（758千円）
　　　　　　後継者育成のため、狩猟免許の取得・更新手数料を助成した。（取得：47件、更新：45件）
　　　　　　取得の場合：全額、更新の場合（猟友会員のみ）：全額

　　　２　侵入防止対策（９,１０９千円）
　　　　(1)　有害獣防護柵設置事業補助金（2,844千円）
　　　　　　有害獣侵入を阻止する目的で設置する電気・ネット・トタン柵の資材費を助成した。（117件）
　　　　　　実費*1/3、上限：25千円/個人、100千円/団体
　　　　(2)　鳥獣被害防止総合対策交付金事業（6,265千円）
　　　　　　集落が行う有害獣侵入防止柵設置に関する資材を貸与した。（6地区）

　　　３　環境改善
　　　　(1)　鳥獣被害対策重点市町推進支援事業
　　　　　　鳥獣被害対策研修会を開催し、集落ぐるみでの環境改善の取り組みを支援した。

【新】４　有害獣処理加工施設整備事業（３９,９９２千円）
　　　　　捕獲者の処理負担の軽減及びイノシシ及びシカの肉を地域資源として活用するため、有
　　　　害獣処理加工施設を豊栄町内に整備した。
　　　　　構造：軽量鉄骨造平屋建て
　　　　　建築面積：116.81㎡

３　コスト情報

43,471 千円

31,060 千円 10,326 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 5,833 千円 5,582 千円

事業費合計（A) 39,523

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 1.00

23,789 千円

千円

その他 12,392 17,841

25,041 千円 46,801

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円 17,900
事
業
費 千円 14,100 千円 14,554 千円

千円

千円

千円

一般財源 21,298 千円

所　属 産業部　農林水産課　生産基盤整備係 総合計画施策体系 2

根拠法令 鳥獣の捕獲及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律、鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律

目　的
（何のために）

　農林水産業に被害を与える鳥獣を捕獲・防御することにより、農林業経営の安定を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　農林業者

事務事業名 有害鳥獣対策事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 402 1 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 評価

88,555 千円 74,968千円

一般会計
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A

B

C

D

E

民間活力の活用

概ね妥当である。

　類似事務事業が存在しないことから、全ての野生動物に関する相談が当課に
集中するため、庁内担当部局の整理が必要である。

　捕獲報償金を近隣市町と比較すると、概ね平均値である。

増加傾向にある。
　有害鳥獣の捕獲は、農作物被害はもとより、住宅地への出没など生活環境対
策の面からも要望が増えている。

評価分析

　捕獲頭数は増加傾向にあり、地域からの要望も多いため、今後も捕獲活動が必要である。
　被害防止対策による農作物被害ヘの一定の効果がみられたが、集落における侵入防止柵の設置要
望地区も多いため、今後も取り組みが必要である。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ

今後の方向性

　
　これまで実施してきた有害鳥獣の捕獲と侵入防止柵等の設置を計画的に展開し、継続して事業を実
施する。
　また、ジビエ処理加工施設を整備することで、捕獲者の処理負担の軽減を図るとともに、国が定めた
「国産ジビエ認証」を取得し、ジビエ肉のブランド化を図り地域活性化に繋げる。

単位当たりコスト
の妥当性

類似した事務事業はない。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部、民間活力を活用済

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　捕獲に関しては捕獲班等への委託も考えられるが、増加する市民のニーズに
迅速に呼応していくためには、当面、市の直接関与が必要である。
　有害鳥獣対策は、多くの農政関係事業において対策要望が多く、重要度が高
い事業である。

削減の余地はない。

概ね適正な負担割合である。

　農作物被害とともに対策ニーズが増加していることから、コスト削減は困難であ
る。国の補助メニューはあるが、現状の捕獲実態とは乖離している。
　侵入防止さく設置補助における市負担増率の要望もあるが、受益者負担の原
則からも現負担率は妥当である。

効
率
性

コスト削減の余地

必
要
性

市の関与の妥当性
対象範囲の見直し等、検討の余地
がある。

　有害鳥獣による農作物被害は、本市の農業振興において重要な対策であるた
め、市が関係機関と連携して取り組む必要がある。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　イノシシを始めとする有害獣は学習能力も高く、効果的な捕獲対策には苦慮している状況であり、具
体的な連携や取組みが課題となっている。

総合評価

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

A
　農作物被害額は目標値を大きく超えたが、鳥獣被
害の発生前にH30.7月豪雨災害が発生したため、目
標値達成度合いの単純比較ができない。なお、イノ
シシ及びシカの捕獲数は増加し、一定の成果は見ら
れた。

区　分

目標をやや下回る

○

増額

コスト投入状況

成果上がらず

目標を大幅に下回る

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

24,00024,320 27,017 24,500 14,277

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

141.7%

元年度

鳥獣による農作物の被害額 千円

シカの捕獲数（年間） 頭 955 1,105 1,129

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 402 1 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

　
　有害鳥獣による被害防止対策により、農産物等に与える被害額を抑制し、農家の生産意欲の向上に
つなげるため、有害鳥獣による農作物の被害額の実績値を指標として設定した。【マイナス目標設定】

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

イノシシの捕獲数（年間） 頭 2,043 2,099

有害鳥獣対策事業

2,181
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【工事請負費】河内臨空団地法面修繕工事 11,000,000 円

- ％

千円 - 千円

人件費/総事業費 15.54 ％ 36.68 ％ 32.97 ％

総事業費(A)+(B) 51,167 千円 38,280 千円 35,481

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.51 2.00 1.70

臨時職員 -

-

-
11,6997,953 千円

2.00

14,040 千円

1.70

嘱託職員
-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　ふるさと里山再生プロジェクト（１０,５７２千円）
　　　　　里山保全のため、伐採木等の木質バイオマス資源の活用にかかる事業補助を実施した。
　　　　(1)　自伐林家養成研修（2,700千円）
　　　　　ア　北部（賀茂地方森林組合：1,728千円）
　　　　　イ　南部（黒瀬町森林組合：972千円）
　　　　(2)　菌床きのこ・たい肥化プロジェクト事業化計画策定業務（4,989千円）
　　　　(3)　ペレットストーブ設置（福富物産しゃくなげ館：583千円）
　　　　(4)　賀茂バイオマスセンター運営補助（800千円）
　　　　(5)　薪・ペレットストーブ設置費補助事業（15件：1,500千円）
　　　２　緑化推進事業補助金（１,０００千円）
　　　　　東広島市緑化推進委員会の活動を支援した。（農林水産課：事務局）
　　　　　委員会概要
　　　　(1)　委員数：17名（市内の各種団体代表者及び東広島市により構成）
　　　　(2)　活動内容：
　　　　　ア　環境緑化植樹祭を実施し、市内の緑化活動を行った。
　　　　　イ　みどり大好き活動支援事業を実施し、森林ボランティア等の活動を支援した。
　　　　　ウ　東広島市みどりの少年団等の次世代を担う子ども達の郷土緑化意識の高揚に努めた。
　　　３　林業振興事業補助金（４５３千円）
　　　　　山林所有者等による森林保全、森林資源の維持・増進及び森林施業意欲の向上を図るこ
　　　　とを目的として、森林組合が行う研修及び指導に対して支援した。
　　　　　補助率：事業費の1/2
　　　４　造林事業補助金（２,６５２千円）
　　　　　森林伐採跡地の植栽、下刈、間伐等の森林施業を行う個人等の施業者を支援した。
　　　　　補助率：広島県造林事業の採択事業について、県標準事業費の1/10
　　　５　林内道路整備事業補助金（２,０５８千円）
　　　　　森林内に作業道の設置を行う個人等の施業者を支援した。
　　　　　補助上限：800円/1ｍ又は40万円の低い額
　　　６　生活環境保全林及び残地森林等維持管理（６,３５３千円）
　　　　(1)　生活環境保全林内の除草、集積、枯損木伐採を実施した。
　　　　(2)　残地森林内（造成団地内等緑地帯）の除草等を実施した。
　　　７　各種会費等負担金（２４４千円）
　　　　(1)　広島県森林協会会費（負担金：84千円）
　　　　(2)　広島県みどり推進機構会費（負担金：150千円）
　　　　(3)　公益財団法人日本さくらの会会費（負担金：10千円）

　　　※本事業は、令和元年度から「ひろしまの森づくり事業」と統合し、「森林環境保全事業」として
　　　　一体的に取り組むこととしている。

３　コスト情報

24,240 千円

千円 48,229 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 1,350 千円

事業費合計（A) 43,214

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 1.51

16,307 千円

千円

その他 18,978 1,550

22,984 千円 38,920

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 6,583 千円 798 千円

千円

千円

千円

一般財源 24,236 千円

所　属 産業部　農林水産課　生産基盤整備係 総合計画施策体系 2

根拠法令 森林・林業基本法、公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律

目　的
（何のために）

　森林の多面的機能の発揮や林業の持続的かつ健全な発展を図るため、林業者のみならず多様な人
材の参加を得ながら、豊かな森林の保全と活用を推進する。

対　象
（誰・何を対象に）

　山林所有者、森林組合等

事務事業名 林業振興事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 402 2 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 評価

23,782 千円 88,699千円

一般会計

-29-

-

A

B

C

D

E

民間活力の活用

概ね妥当である。

　木質バイオマス関係事業については、東広島市環境先進都市ビジョン行動計
画（環境対策課）のW・Oプロジェクトと連携を図りながら協議・検討を進めている。

　概ね妥当である。

あまり変化はない。 　各年比較では、支援団体数等に増減はあるものの、大きな変化はない。

評価分析

　賀茂バイオマスセンターにおける木質バイオマス燃料生産量について、平成29年4月に開業（未利用
材の受け入れは12月開始）しているが、7月の豪雨災害の影響により、災害流木の対応に追われたこと
もあり、目標達成には至らなかった。また、目標量のバイオマス燃料生産を達成し、バイオマス産業都
市構想を実現するためには市内での供給先を確保すること（公共施設への木質バイオマスボイラーの
導入）及び、現状設備では生産能力が不足しているため、ボイラーに適した形状のチップを生産する
中・大型のチッパーを導入する必要がある。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ

今後の方向性

　森林の公益的機能の発揮や林業の持続的かつ健全な発展を図るため、森林施業、木材生産、森林
資源の保全、林内道路の整備など、山林所有者及び森林組合等へ継続して支援を行っていく。
　また、賀茂バイオマスセンターへの運営支援をはじめ、バイオマス産業都市構想の事業化に取り組
むことにより、間伐材等のバイオマスを有効利用し、持続可能な循環型社会の形成を構築していく。

単位当たりコスト
の妥当性

一部、類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部、民間活力を活用済

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　残地森林等維持管理業務は、民間へ委託している。

　林業振興及び森林保全を図り、バイオマス産業都市の実現に向けて取り組むこ
とは、森林の公益的機能を発揮するほか環境保全や土砂災害防止につながる。

削減の余地はない。

概ね適正な負担割合である。

　林業振興及び森林保全推進のため、山林所有者及び森林組合等へ補助金を
交付しており、削減の余地はない。

　各事業の補助率等は適正なものである。
効
率
性

コスト削減の余地

必
要
性

市の関与の妥当性
対象範囲の見直し等、検討の余地
がある。

　林業振興及び森林保全を推進するためには、市が、山林所有者及び森林組合
等と連携して、取り組む必要がある。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　 森林の所有が小規模分散的であり、また、長期的な林業の低迷による林業従事者の減少及び高齢
化、所有境界の不明確等により、森林が放置され、災害防止等、森林の公益的機能の維持増進に支
障が生じているため、森林の手入れを行い、循環型社会の形成に取り組む必要がある。
　里山の再生を図る地域の担い手として、自伐林家の育成を促進するとともに、間伐材等を利活用する
循環的な仕組みのバイオマス産業都市構想の早急な実現が必要である。

総合評価
○

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

C
　自伐林家育成等、里山保全に向けた環境整備に
継続して取り組んでいる。また、木質バイオマス燃料
生産量は目標に届かなかったものの、H30.7月豪雨
災害後の災害流木を賀茂バイオマスセンターで処理
するなど、一定の成果があった。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

目標を大幅に下回る

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

6,020－ 602 3,000 2,009

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

67.0%

元年度

木質バイオマス燃料生産量（累
積）

ｔ

みどりの少年団団員数
（年間述べ参加人数）

人
82

(867）
75

(827)
79

(821)

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 402 2 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

　
　伐採した樹木を森林組合との連携により、チップ・ペレットとして利活用し、里山保全等に資するた
め、木質バイオマス燃料生産量（累積）を指標として設定した。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

みどり大好き活動支援事業実施団体 団体 29 27

林業振興事業

26
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

- ％

千円 - 千円

人件費/総事業費 5.32 ％ 8.88 ％ 8.28 ％

総事業費(A)+(B) 67,908 千円 71,171 千円 74,396

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.50 0.90 0.95

臨時職員 -

-

-
6,1573,615 千円

0.90

6,318 千円

0.95

嘱託職員
-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　松くい虫等防除事業（森林病害虫被害対策事業）（３８,４６９千円）
　　　　　松枯れを起こした森林について、被害拡大を防止するため、地上散布及び伐倒駆除を実
　　　　施した。
　　　　（1） 地上散布（248千円）
　　　　　　実施箇所：安芸津〔事業量：施業面積1.87ｈａ〕
　　　　（2） 伐倒駆除　薬剤散布（3,229千円）
　　　　　　実施箇所：安芸津〔事業量：伐採材積量150㎥〕
　　　　（3） 伐倒駆除　くん蒸（34,992千円）
　　　　　　実施箇所：八本松〔事業量：伐採材積量1,300㎥〕
　
　　　２　ひろしまの森づくり補助金補助事業（４,２３８千円）
　　　　　手入れが不十分なスギ・ヒノキ等の人工林の健全化を図るため、環境貢献林整備事業を
　　　　実施する森林組合を支援した。〔事業量：施行面積11.49ｈａ〕
　
　　　３　ひろしまの森づくり交付金委託事業（９９４千円）
　　　　　手入れが不十分な森林等について、生活環境及び自然環境の保全を図るため、里山林
　　　　整備事業を実施した。
　　　　　景観保全型：2件（994千円）
 　　　 　公有林・生活環境保全林　間伐：3.30ｈａ
　
　　　４　ひろしまの森づくり交付金補助事業（２４,２２９千円）
　　　　　森林の公益的機能の持続及び市民の森づくりの意識高揚等を図るため、里山林整備事
　　　　業、里山保全活用支援事業及び森林・林業体験活動支援事業を実施する森林組合、山
　　　　林所有者及び森林ボランティア団体等を支援した。
　　　　（1）　里山林整備事業：26団体（14,002千円）
　　　　　ア　景観保全型：3団体〔事業量：伐採材積量360㎥〕
　　　　　イ　防災・減災型：2団体〔事業量：施業面積2.05ｈａ〕
　　　　　ウ　地域資源活用型：2団体〔事業量：施業面積0.6ｈａ〕
　　　　　エ　鳥獣被害防止型：19団体〔事業量：施業面積4.86ｈａ〕
　　　　（2）　里山保全活用支援事業：7団体（3,300千円）
　　　　（3）　森林・林業体験活動支援事業：4団体（1,927千円）
　　　　（4)　特認事業（地域資源保全活用支援事業）：1団体（5,000千円）

　　　※本事業は、令和元年度から「林業振興事業」と統合し、「森林環境保全事業」として一体的
　　　　に取り組むこととしている。

３　コスト情報

64,853 千円

48,834 千円 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 47,040 千円 45,559 千円

事業費合計（A) 64,293

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.50

19,294 千円

千円

その他

19,405 千円

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 千円 千円

千円

千円

千円

一般財源 17,253 千円

所　属 産業部　農林水産課　生産基盤整備係 総合計画施策体系 2

根拠法令

目　的
（何のために）

　県土保全や水源涵養など、森林が有する公益的機能を持続的に発揮させるため、「ひろしまの森づ
くり県民税」を財源として、県民共有の財産である森林を守り育てる事業を推進する。

対　象
（誰・何を対象に）

　森林組合、山林所有者、森林ボランティア団体等

事務事業名 ひろしまの森づくり事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 402 3 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 評価

68,239 千円千円

一般会計

-31-

-

A

B

C

D

E

民間活力の活用

比較資料がない。

　令和元年度から「林業振興事業」と事業を統合する。

　比較資料がない。

増加傾向にある。
　森林整備の申請件数も増加傾向にあり、森林整備活動に積極的に取り組む山
林所有者及び森林ボランティア団体が増えてきている。

評価分析

　
　松くい虫等防除事業は、松くい虫被害状況も一定程度落ち着いており、事業量も横ばい傾向にある
が、森林組合、山林所有者及び森林ボランティア団体等が実施するスギ・ヒノキ等の人工林の間伐及
び松くい虫被害跡地整備等の森林整備を支援することにより、森林の公益的機能の維持、促進を図る
ことができた。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ

今後の方向性

　ひろしまの森づくり事業は、平成29年度から5年間継続することが決定しているが、平成31年度から
「新たな森林経営管理制度」を定めた森林経営管理法が施行され、市町が主体的に森林の経営管理
を行うこととなる。「新たな森林経営管理制度」は人工林対策が主な事業であるが、天然林が約8割を占
める本市にとって、ひろしまの森づくり県民税を財源とした事業の継続実施が必要不可欠である。
　「ひろしまの森づくり事業」と「新たな森林経営管理制度」の事業のすみ分け等、広島県の動向を注視
するとともに、適切な事業実施を推進していく。

単位当たりコスト
の妥当性

類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部、民間活力を活用済

一定の影響度、貢献度がある。

　里山林整備及び松くい虫被害跡地整備等、民間へ委託している。

　森林を整備することで、森林の持つ公益的機能が発揮でき、土砂災害防止にも
つながる。

事務事業の実施手法を見直す必要
がある。

全面的に負担割合を見直す必要が
ある。

　松くい虫等防除事業は、被害拡大の抑止力に限界がある。今後は、実施手法
の見直しを行い、間伐及び造林を基本とした実施手法への転換を図る。
　交付金補助事業は、平成25年度から公募により事業団体を募集しているが、受
益者負担導入を含め、補助率等を見直す必要がある。

効
率
性

コスト削減の余地

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。
　森林が持つ公益的機能を持続的に発揮させるためには、市が、森林組合、山
林所有者及び森林ボランティア団体等と連携して取り組む必要がある。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　
　ひろしまの森づくり県民税を財源とした森づくり事業の実施については、広島県の事業検証の中でも
県民への認知が不十分であるとされており、本市においても、森づくり事業の事業応募団体が固定化
されるなど、新たな地域及び団体等の活用に向け、広く広報を行い、周知を図る必要がある。

総合評価
○

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

C
　森林整備面積は、環境貢献林整備事業（人工林対
策）の整備面積がH30.7月豪雨災害の影響等から目
標値を下回ったものの、各団体が実施する里山保
全、地域資源保全及び森林・林業体験活動を支援
し、森林の育成・健全化及び緑化活動の推進を図る
ことができた。 区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

目標を大幅に下回る

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

4029 23 40 26

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

65.0%

元年度

森林整備面積 ｈａ

森林整備の申請件数 件 31 37 37

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 402 3 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

　
　「ひろしまの森づくり県民税」を財源として、県土の保全や水源の涵養など、森林の公益的機能を財
産として守り育てることを目的としており、森林の公益的機能の保全を推進するため、森林整備面積を
指標として設定した。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

松くい虫被害跡地整備伐採材積量 ㎥ 881 822

ひろしまの森づくり事業

721

-32-
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２　事務事業の概要・活動実績

　

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

平成 30 年度 事務事業シート 評価

26,349 千円 33,668千円

事務事業名 漁業経営体育成事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 403 1 新規・継続 継続

一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　自然災害の影響を受けやすい漁業の各種保険への助成により加入促進を図り、被害を最低限に留
めるとともに、運転資金を確保することにより安定的な経営が行えるように支援する。

対　象
（誰・何を対象に）

　漁業者

所　属 産業部　農林水産課　農水産ブランド振興係 総合計画施策体系 3

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 15,000 千円 15,000 千円

千円

千円

千円

一般財源 11,524 千円 11,289 千円

千円

その他 15,000 15,000

11,349 千円 18,668

-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　広島県栽培漁業協会負担金（８８千円）
　　　　　水産動物等の種苗生産、育成及び放流に関する事業等を行う協会に対して負担金を支
　　　　払った。
　　　　　負担額は組合員率、漁船隻数、財政力指数等に基づき算出。
　
　　　２　漁船保険補助事業（１,７３１千円）
　　　　　経営基盤が脆弱な漁業者に対し、漁船保険への加入を促進し、経営を左右しかねない、
　　　　沈没や座礁、火災等の不慮の事故による損害を最低限に留め、漁業経営の安定化を図っ
　　　　た。
　　　　　対象漁船：51隻

　　　３　漁船乗組船主保険補助事業（９０４千円）
　　　　　経営基盤が脆弱な漁業者に対し、漁船乗組船主保険への加入を促進し、衝突事故によ
　　　　る相手の船に対する賠償、また漁船船主が船上で事故により被害を受けた場合等、不慮
　　　　の事故による損害を最低限に留め、漁業経営の安定を図った。
　　　　　対象漁船：51隻

　　　４　カキ養殖事業共済保険補助事業（８,５０７千円）
　　　　　カキ養殖業者は、中小規模で経営基盤も弱く、赤潮によるカキの死滅や台風などの災害
　　　　による施設・カキへの被害により大損害を受け、漁業経営の継続ができなくなることが懸念
　　　　されることから、保険への加入を促進し、損害を最低限に留め、漁業経営の安定化を図っ
　　　　た。
　　　　　対象かき筏：901台

　　　５　カキ振興事業（１０９千円）
　　　　　生食用カキ衛生検査の実施補助を行った。
　　　　　対象業者：18戸
　
　　　６　水産振興資金預託融資（１５,０００千円）
　　　　　市内の漁業者の漁業生産に必要な資金の融通を円滑にし、もって漁業経営の安定化を
        図った。
　　　　　協調倍率：2.5倍
　　　　　融資件数：8件、融資額：27,000千円

　　　※本事業は、令和元年度から「漁場環境整備事業」を統合し、「漁業推進対策事業」として一
　　　　体的に取り組むこととしている。

３　コスト情報

26,289 千円

千円 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 26,524

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.24

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.21 0.29 0.20

臨時職員 0.03 -

-

-
1,4041,606 千円

0.29

2,106 千円

0.20

嘱託職員

人件費/総事業費 5.71 ％ 7.42 ％ 5.06 ％

総事業費(A)+(B) 28,130 千円 28,395 千円 27,753

- ％

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円
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-

A

B

C

D

E

漁船保険・漁船乗組船主保険対象隻数 隻 55 52

漁業経営体育成事業

51

預託融資額 千円 23000 20500 27000

308.0

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 403 1 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

総事業費／漁協組合員数 千円 306.0

　
　組合員数が確保されていることが、安定的に漁業経営が行われていることの実証と判断し、漁協組合
員数を指標とした。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

309.0

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

97.8%

元年度

漁業協同組合員数 人

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

9192 92 92 90

目標を大幅に下回る

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　
　水産業は自然災害などを受けやすく、経営基盤が脆弱な漁業者を支援していく必要がある。

総合評価

○

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

B

　
　コストは前年度とほぼ同じだが、経営の安定化を図
り漁業協同組合の組合員数を維持するという目標は
概ね達成できた。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。 　経営基盤の安定を図るためには、補助金は必要。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

今後の方向性

　
　都市化の影響による漁場環境の変化や水産資源の減少等により漁業経営は極めて不安定であり、
漁業者の経営の安定と後継者の確保につながるよう、関係漁協と連携して事業を推進する必要があ
る。

単位当たりコスト
の妥当性

類似した事務事業はない。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部、民間活力を活用済

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　県漁業共済組合及び県信用漁業協同組合と連携済。

　漁業経営基盤の安定のための貢献度は高い。

削減の余地はない。

概ね適正な負担割合である。

　他市町の状況に鑑みてコスト削減の余地はあまりない。

　他市町の状況に鑑みて適正な負担割合を設定している。
効
率
性

コスト削減の余地

民間活力の活用

概ね妥当である。

　類似した事務事業は存在しない。

　概ね妥当である。

増加傾向にある。 　自然災害も増えているため、共済保険への加入意識が高くなっている。

評価分析

　
　漁船保険・漁船乗組船主保険対象隻数及び漁業協同組合員数は若干減少したが、預託融資額は
増加しており、漁業の経営安定に対する支援という目標は、概ね達成できた。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

- ％

千円 - 千円

人件費/総事業費 32.64 ％ 25.82 ％ 27.64 ％

総事業費(A)+(B) 4,920 千円 6,794 千円 7,619

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.21 0.24 0.30

臨時職員 0.03 -

-

-
2,1061,606 千円

0.24

1,754 千円

0.30

嘱託職員
-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　魚種調査（４０千円）
　　　　　2漁協において、各漁協に所属する漁業者が出荷した魚種及び漁獲量の数量調査を行っ
　　　　た。
　　　　　（年間報償費として20千円×2漁協）

　　　２　簡易漁礁設置魚種調査業務（継続調査）（２,７９７千円）
　　　　　三津湾の漁業資源の増殖と漁獲高向上を目指し、平成27年度実施の簡易漁礁設置
　　　　魚種調査業務において設置した間伐材漁礁の効果検証を継続して実施した。

　　　３　広島かき採苗安定強化事業負担金（８０千円）
　　　　　かき採苗安定化のため、公益財団法人広島市農林水産振興センターが実施するかきの
　　　　採苗調査事業に対して、事業費の一部を負担した。

　　　４　豊竹東水産振興協議会負担金（１,４７１千円）
　　　　　豊竹東水産振興協議会の行うメバルの種苗生産及び中間育成事業に対して、事業費の
　　　　一部を負担した。
　　　　　中間育成尾数：48,000尾

  　　５　特定幼稚魚等育成放流事業（６３９千円）
　　　　　漁業協同組合が行う幼稚魚放流に係る種苗経費に対して補助した。
　　　　　放流尾数　ヒラメ：18,000尾
　　　　　　　　　　　　オニオコゼ：8,000尾
　　　　　　　　　　　　ガザミ：10,000尾
　　　　　　　　　　　　クルマエビ：10,000尾
　　　　　　　　　　　　キジハタ：2,000尾

【新】６　水産多面的機能発揮対策事業負担金（４８６千円）
　　　　　干潟の整備や里海教室開催を支援する県水産多面的機能発揮対策協議会の事業費の
　　　　 一部を負担した。

　　　※本事業は、令和元年度から「漁業経営体育成事業」と統合し、「漁業推進対策事業」として一
　　　　体的に取り組むこととしている。

３　コスト情報

5,040 千円

千円 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 3,314

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.24

5,040 千円

千円

その他

5,513 千円

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 千円 千円

千円

千円

千円

一般財源 3,314 千円

所　属 産業部　農林水産課　農水産ブランド振興係 総合計画施策体系 3

根拠法令

目　的
（何のために）

　水産資源の生息環境保全、漁場機能高度化並びに多面的機能の維持を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　漁業者

事務事業名 漁場環境整備事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 403 2 新規・継続 継続

一般会計

平成 30 年度 事務事業シート 評価

5,513 千円千円
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-

A

B

C

D

E

民間活力の活用

概ね妥当である。

　豊竹東水産振興協議会が行うメバルの育成放流について、類似していたことか
ら事務事業を統合した。

　概ね妥当である。

増加傾向にある。 　漁場環境整備に対するニーズは高い。

評価分析

　安定的な漁獲量確保のための水産基盤の整備は、漁業者の高齢化等に伴う担い手の減少により、
事業者の負担も大きいため、市が実施する必要がある。
　継続している幼稚魚放流に加え、魚の蝟集効果のある間伐材簡易漁礁の設置により、漁獲高の維持
につながった。今後も幼稚魚放流や簡易漁礁の経過観察および魚種調査を通し、豊かな漁業環境の
整備を目指す。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ

今後の方向性

　
　設置した簡易漁礁の経過観察、幼稚魚の放流等により、水産資源を確保するとともに、魅力ある漁業
環境を整えるため、引き続き環境整備を継続する。また、漁業者の経営安定と後継者の確保につなが
るよう、牡蠣のＰＲなど販路拡大につながる取り組みを行っていく。

単位当たりコスト
の妥当性

類似した事務事業はない。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部、民間活力を活用済

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　既に民間企業活用による連携済。

　水産資源の減少が見込まれる中、漁場環境整備の重要度は高い。

削減の余地はない。

概ね適正な負担割合である。

　他市町の状況と比較してコスト削減の余地はあまりない。

　他市町の状況に鑑みて適正な負担割合を設定している。
効
率
性

コスト削減の余地

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。 　水産資源の確保と漁業経営の安定化を図るため、市の関与に妥当性はある。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　
　漁業者の後継者不足や水産資源の減少により、漁業経営は悪化しており、安定的な漁獲量確保の
ため、漁場環境の整備を続ける必要がある。

総合評価

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

A
　間伐材簡易漁礁については、有用魚介類が継続
的に確認されており、魚類の餌場、生息場として機能
していると考える。また放流魚の定着にも効果がある
と考えられる。

区　分

目標をやや下回る

○

増額

コスト投入状況

成果上がらず

目標を大幅に下回る

1,400112.5%

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

9192 92 92 90

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

97.8%

1,400 1,575

元年度

稚魚放流魚種漁獲量 ㎏ 1,567 1,511

漁業協同組合員数 人

オニオコゼ稚魚放流数 尾 9,000 9,300 8,000

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 403 2 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

　漁場環境整備は湾内の漁獲高の維持向上が目的であるため、稚魚放流している魚種の漁獲量を成
果指標とした。データは、複数名の漁業者（サンプル）に対して、調査依頼し、収集している（平成26年
度より実施）。
　また、組合員数が確保されていることが、安定的に漁業経営が行われていることの実証と判断し、漁
協組合員数を指標とした。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

ヒラメ稚魚放流数 尾 16,000 16,000

漁場環境整備事業

18,000
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

平成 30 年度 事務事業シート 評価

13,107 千円 117,064千円

事務事業名 中小企業事業高度化支援事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 404 1 新規・継続 継続

一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　ものづくり産業の競争力強化を図るため、新製品・新技術開発や販路開拓、新分野進出等に積極的
に取り組む中小企業を支援する。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内中小企業等

所　属 産業部　産業振興課　新産業創出係 総合計画施策体系 4

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 千円 千円

千円

千円

千円

一般財源 6,194 千円 3,971 千円

千円

その他

6,618 千円 72,003

-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　ものづくり新事業展開支援事業（１２,５４２千円）
　　　　　中小企業が大学等と行う共同研究に係る費用や成長分野産業における研究開発費用、
　　　　知的財産権の取得に係る費用のほか、見本市等へ出展する際の費用の一部を補助した。
　　　　(1)　産学共同研究支援（3社）・・補助率：2/3以内（上限：2,000千円）
　　　　(2)　成長分野産業育成支援（3社）・・補助率：2/3以内（上限：3,000千円）
　　　　(3)　知的財産権取得支援(1社)・・補助率：1/2以内（上限：100千円）
　　　　(4)　見本市等出展支援(3社)・・補助率：1/2以内（上限：国内200千円、国外350千円）

　　　２　　食品加工産業の育成支援（６８千円）
　　　　　農林水産物等を活用した食品加工に係る新規事業の創出と地域産業の活性化を図る
　　　　ため、食品加工関連事業者等が行う製品開発に係る費用の一部を補助した。（1社）
　　　　　補助率：1/2以内（上限：200千円）
　
　　　３　クラウドファンディングの普及啓発促進（３６７千円）
　　　　　有望なプロジェクトを有する中小企業等の発掘及び地域資源の活用を図るため、クラウ
　　　　ドファンディングの活用に向けたセミナーによる普及啓発活動を行った。
　
　　　４　ものづくり優良企業の表彰（７２千円）
　　　　　ものづくり中小企業の意欲向上と他企業への波及を図るため、革新的な技術や独創的
　　　　な発想を活かした事業の展開及び生産管理の改善等により、成果を挙げている企業を
　　　　表彰した。（2社）

３　コスト情報

7,275 千円

6,489 千円 45,061 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 8,637 千円 3,304 千円

事業費合計（A) 14,831

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.99

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.84 0.95 0.80

臨時職員 -

-

-
5,9116,368 千円

1.10

6,964 千円

0.95

嘱託職員 0.15 0.15 0.15

人件費/総事業費 30.04 ％ 48.91 ％ 31.08 ％

総事業費(A)+(B) 21,199 千円 14,239 千円 19,018

- ％

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円
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A

B

C

D

E

研究開発に係る補助金の交付件数 件 9 2

中小企業事業高度化支援事業

6

102

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 404 1 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

市民一人当たりの総事業費 円 115

　研究開発に係る補助の目的は、研究成果が新技術・新製品開発に至り、最終的に企業の収益向上
に繋がることであるが、それまでにはある程度の期間を要するため、その過程において、第一段階とな
る事業化件数を成果指標として設定している。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

77

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

109.1%

元年度

試作品開発支援による事業化件
数（延べ数）

件

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

2220 21 22 24

目標を大幅に下回る

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　近年、中小企業・小規模事業者を取り巻く状況は、経営者の高齢化や人手不足など構造的に変化し
ている。中小企業等が新事業分野を展開し、競争力の強化を図っていくために、商品化したものを市
場導入し、収益の向上に至るまでには、生産工程の問題や財務基盤、経営上の問題など、様々な課
題がある。

総合評価

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

A

　
　研究開発に係る補助金交付件数の増加及び研究
成果等から事業化へ到達した件数が増加したため、
平成30年度の目標値を達成することができた。

区　分

目標をやや下回る

○

増額

コスト投入状況

成果上がらず

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。
　企業の競争力を強化させるためには、本市の強みである大学や公設試等とのイ
ノベーションによる事業高度化支援が重要で、市の関与が妥当である。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

今後の方向性

　
　ものづくり産業の競争力強化を図っていくためには、新製品・新技術の開発や販路開拓等に積極的
に取り組む中小企業を支援していくとともに、経営基盤を強化していくためにも経営相談機能の充実を
図り、専門家によるハンズオン支援を整備し、事業者の持つ「強み」を活かした「売上向上」を進めてい
く必要がある。

単位当たりコスト
の妥当性

一部、類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

全て民間活力の活用へ切替すべき

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　企業が大学等との共同研究又は委託研究を締結することにより、既に民間活力
を活用している。
　本市の新産業の創出、イノベーションを促進させる上で、事業高度化の支援施
策は重要度が高い事業であり、貢献度も高い。

事務事業の実施手法を見直す必要
がある。

全面的に負担割合を見直す必要が
ある。

　これ以上の削減は困難である。

　適正な負担割合である。
効
率
性

コスト削減の余地

民間活力の活用

他の自治体と比較し、単位当たりコ
ストが高い。

　国や県の研究開発に係る補助金等、類似した事業は存在するが、支援補助が
重複しないよう連携、調整している。

　類似事業はあるが、支援方法が異なるため比較できない。

増加傾向にある。
　国や県においても研究開発に係る補助事業があり、企業も自社プロジェクトの
規模によって、申請先を選択しており、あまり変化はない。

評価分析

　本市の強みである大学や試験研究機関などの知的資源を活かし、地域産業の活性化を図るため、
企業と大学等との共同研究に係る補助事業を中心に、中小企業の新分野への進出や事業の高付加
価値化に向けた取組みを支援した。クラウドファンディングの普及啓発促進事業については、豪雨災
害の影響により、セミナーへの参加やプロジェクトの資金調達に本事業の活用を検討する市内事業者
が少なく、ファンド組成を希望する事業者が現れなかったため、減額となった。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

- ％

千円 - 千円

人件費/総事業費 33.48 ％ 34.56 ％ 38.19 ％

総事業費(A)+(B) 19,116 千円 18,243 千円 17,428

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.79 0.80 0.85

臨時職員 -

-

-
6,6566,400 千円

1.15

6,305 千円

1.20

嘱託職員 0.35 0.35 0.35
-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　研究開発支援施設の活用推進（１,２０３千円）
　　　　　中小企業・ベンチャー企業の研究開発を促進するため、研究開発支援施設に入居してい
　　　　る中小企業者への賃借料の一部を補助した。
　　　　　（広島起業化センター「クリエイトコア」入居企業1社）
　　　　　補助率：賃借料の1/3以内

　　　２　ひがしひろしま創業塾（４７５千円）
　　　　　創業段階に必要な基礎知識を習得するための講座を広島大学産学・地域連携センター
　　　　等と共同で開催した。
　　　　　（実績：2回開催、75人受講（うち32人修了証書交付））
　　　　　創業個別相談会を年2回開催し、専門員による創業サポート支援を行った。
　　　　　（相談者5人）

　　　３　創業支援（１,８０４千円）
　　　　　本市に根付く創業者の発掘及び地域産業の活性化を図るため、本市内で創業する者に
　　　　対し、出店に係る賃料及び販路拡大のための広告宣伝費の一部を補助した。
　　　　　（8個人事業主・・補助率：1/2以内（上限：500千円）
　
　　　４　東広島市新産業創造センター管理運営（６,６１４千円）
　　　　　新産業の創出を推進し、地域の活性化を図るため、産学金官連携による地域の中小企
　　　　業・べンチャー企業の多様な活動拠点となる、サンスクエア東広島内に設置した当該セン
　　　　ターの管理運営を行った。
　　　　　（実績：セミナー室の利用　387件、貸事務所　4室提供）

【新】５　大学発ベンチャーの創出支援（４９１千円）
　　　　　新産業の創出を促進するため、大学発ベンチャーの創出に向けた支援を行った。
　　　　　補助率：大学発ベンチャー・マッチング支援…10/10（上限：1,000千円）

　　　※本事業は、令和元年度から「産業イノベーション創出支援事業」に統合し、一体的に取り組
　　　　むこととしている。

３　コスト情報

11,938 千円

1,749 千円 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 924 千円 1,052 千円

事業費合計（A) 12,716

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 1.14

10,177 千円

千円

その他 677

8,326 千円

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 709 千円 697 千円

千円

千円

千円

一般財源 11,115 千円

所　属 産業部　産業振興課　仕事づくり対策室　雇用推進係、新産業創出係 総合計画施策体系 4

根拠法令

目　的
（何のために）

　新たな事業分野の創出を促進し、本市経済の活性化と雇用機会の拡大を図るため、ベンチャー企業
等の立ち上げを支援する。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内中小企業者、創業予定者等

事務事業名 ベンチャー企業育成事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 404 2 新規・継続 継続

一般会計

平成 30 年度 事務事業シート 評価

10,772 千円千円
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-

A

B

C

D

E

民間活力の活用

他の自治体と比較し、単位当たりコ
ストが高い。

　ひがしひろしま創業塾は広島大学と共同でカリキュラムを策定している短期集
中型の無料講座で、類似した事業は例がない。

　類似事業がないため、比較資料がない。

増加傾向にある。
　創業への理解と関心を深めることで創業マインドを向上させ、創業の機運を醸
成していく必要がある。

評価分析

　７月豪雨災害を受け、学生発ベンチャー創出支援事業と教員発ベンチャー創出支援事業について
は、募集時期が遅れタイミングが合わず、応募がなかった。また、同様の理由からコワーキングスペー
スの利用ニーズ調査のタイミングが合わず、インターネットを活用したニーズ調査を実施し、持続可能
な民間のコワーキング機能の状況を把握することができた。国の認定を受けた本市創業支援等事業計
画により、創業者の育成支援については、「ひがしひろしま創業塾」や個別相談会等を実施し、創業予
定者にとって創業しやすい環境整備に取り組んだ。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ

今後の方向性

  創業から生まれる付加価値を産業の活性化に結び付けていくためには、創業者の様々な相談内容
に対し、ハンズオン支援による伴走型の個別相談や創業に関する支援事業の情報提供など、創業者
の育成支援体制を整備し、引き続き、積極的な支援を行っていく。
　Ｒ１年度からは本事務事業も含め、新たなイノベーション関連の取組等を、「産業イノベーション創出
支援事業」に統合する。

単位当たりコスト
の妥当性

一部、類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

全て民間活力の活用へ切替すべき

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　民間企業や金融機関から専門的な知見を持つ方を講師として招聘している。

　創業を促進することにより、新たな雇用の創出に繋がるため、高い貢献度を
持つ。

事務事業の実施手法を見直す必要
がある。

全面的に負担割合を見直す必要が
ある。

　ひがしひろしま創業塾では創業の基礎となるノウハウ・知識を学ぶことのできる
多岐にわたるカリキュラムを構成しているため、削減の余地はない。

　市共催事業のため、参加負担金は徴収していない。
効
率
性

コスト削減の余地

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。
　新産業の創出は本市の新規雇用に直結するものであり、創業支援機関と連携
して創業の普及啓発に関する取組みや創業者を支援していく必要がある。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　産業競争力強化法の施行により、「地域での創業促進」に対する支援が強化されたが、創業支援は
初期の相談対応から始まり、創業後も経営が軌道に乗るまでの各種フォローアップが求められるなど、
継続的な支援が必要とされている。創業者の新事業参入においては、創業アイデアからビジネスモデ
ルの構築、資金調達等に至るまで様々な課題がある。

総合評価

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

A

　
　「ひがしひろしま創業塾」受講後に創業した件数で
平成30年度の目標値を達成することができた。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

目標を大幅に下回る

○

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

37 43 43 44

98

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

102.3%

元年度

ひがしひろしま創業塾受講者の
創業件数（累計）

件

セミナー室の利用件数 件 410 432 387

93

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 404 2 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

市民一人当たりの総事業費 円 103

　ひがしひろしま創業塾が創業に直接的に貢献したものかを判断するため、受講者で市に創業
した旨の報告のあった件数を成果指標として設定している。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

ひがしひろしま創業塾受講者数 人 57 65

ベンチャー企業育成事業

75
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

平成 30 年度 事務事業シート 評価

955,971 千円 905,514千円

事務事業名 中小企業融資対策事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 404 3 新規・継続 継続

一般会計

根拠法令 中小企業信用保険法

目　的
（何のために）

　市内中小企業者に必要な資金の低利融資を推進し、中小企業者の経営基盤の確立と経営の安定を
図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内の中小企業者

所　属 産業部　産業振興課　仕事づくり対策室　雇用推進係 総合計画施策体系 4

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 1,150,000 千円 950,000 千円

千円

千円

千円

一般財源 5,676 千円 6,173 千円

千円

その他 1,150,000 900,000

5,971 千円 5,514

-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　中小企業融資〔協調融資〕（９５０,０００千円）
　　　　　市内金融機関に対し貸付原資の一部を預託し、その原資に金融機関の資金を加えて融
　　　　資枠を設け、融資条件の範囲内で、金融機関が市に代わって中小企業者に低利の融資を
　　　　実施した。
 

　
 
       ２　広島県信用保証協会分担金（２,７１４千円）
　　　　　中小企業者の負担軽減を図り、中小企業融資を円滑に実施するため、中小企業者が融
　　　　資を受ける際に広島県信用保証協会に支払う保証金の一部（20％）を市が負担した。

　　　３　広島県信用保証協会損失補償金（３,２２４千円）
　　　　　中小企業者の信用力・担保力を補完し、中小企業融資の円滑化を図るため、広島県信
　　　　用保証協会と損失補償契約を締結し、融資を受けた事業者が返済不能となり代位弁済が
　　　　行われた場合において、当契約に基づき一定の割合で一部負担を行った。

　　　４　中小企業信用保険法認定業務
　　　　　中小企業信用保険法に基づき、取引先等の再生手続等の申請や事業活動の制限、災害、
　　　　取引金融機関の破綻、大規模な経済危機等による信用の収縮等等により経営の安定に支
　　　　障を生じている中小企業者が、資金供給の円滑化を図るために設けられた信用保証の特
　　　　例措置（セーフティネット保証）の適用を受けるために必要な認定を行った。
           セーフティネット保証4号（突発的災害(自然災害等)の発生に起因したもの）
　　　　　平成30年度認定件数：29件

　　　５　県費預託融資制度（平成30年7月豪雨災害）認定業務
　　　　　平成30年7月豪雨災害で被害を受けた中小企業者等が、資金供給の円滑化を図るため
　　　　に設けられた県費預託融資制度の適用を受けるために必要な認定を行った。
　　　　　平成30年度認定件数：86件

３　コスト情報

1,156,173 千円

千円 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 1,155,676

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.20

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.20 0.20 0.20

臨時職員 -

-

-
1,4041,446 千円

0.20

1,404 千円

0.20

嘱託職員

人件費/総事業費 0.12 ％ 0.12 ％ 0.15 ％

総事業費(A)+(B) 1,157,122 千円 1,157,577 千円 957,375

- ％

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円
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-

A

B

C

D

E

中小企業融資新規貸出件数 件 200 197

中小企業融資対策事業

189

セーフティネット保証認定件数 件 3 2 29

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 404 3 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

　景気動向や経済情勢等に深く関係するため、成果を数値目標によって設定することは困難である
が、利用状況（既存及び新規の貸出に係るもの）を表すものとして、融資利用率（貸出枠における年度
末融資残高の割合）を成果目標とする。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

73.6%

元年度

融資利用率
（年度末融資残高／貸出枠）

％

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

808058.0 50.7 80.0 58.9

目標を大幅に下回る

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

 
　中小企業を取り巻く資金調達環境はやや厳しい傾向にあるが、市内中小企業の個々のニーズに応じ
て融資メニューを検討することが難しい。

総合評価
○

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

C
　貸出件数等の実績は概ね堅調に推移している。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。 　信用力の脆弱な中小企業の資金調達を支援する上で必要である。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

今後の方向性

  金融関係者や商工関係団体との協議を行いながら、景気動向や経済状況に沿った中小企業融資制
度を引き続き行い、信用力の脆弱な中小企業の経営安定を支援する。

単位当たりコスト
の妥当性

類似した事務事業はない。

負担割合の適正度

施策への貢献度

全て市直営が望ましい。

一定の影響度、貢献度がある。

　信用力の脆弱な中小企業は資金調達が困難であり、預託による融資を継続す
る必要がある。
　市内中小企業の資金調達面から、経営安定及び振興に貢献しており一定の貢
献度はある。

削減の余地はない。

概ね適正な負担割合である。

　景気動向や経済情勢に応じた負担が必要であり、概ね妥当なコストである。

　中小企業の事業計画に応じた融資が実行されており負担割合は適正である。
効
率
性

コスト削減の余地

民間活力の活用

概ね妥当である。

　中小企業に対する融資に関連した類似事業は無い。

　類似団体と比較しても、概ね妥当なコストである。

あまり変化はない。 　新規貸出件数等の実績は概ね堅調に推移している。

評価分析

　景気動向や経済情勢等に深く関係するため、実績等を経年評価することは困難ではあるが、貸出件
数及び融資利用率等の実績は一定数で推移しているとともに、平成３０年度においては豪雨災害資金
に係る保証認定件数が増加するなど、市内中小企業の資金調達の面で経営の安定等に一定の貢献
をしている。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

平成 30 年度 事務事業シート 評価

1,436,830 千円 1,192,449千円

事務事業名 企業誘致促進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 405 1 新規・継続 継続

一般会計

根拠法令 東広島市企業立地促進条例、東広島市産業集積促進条例

目　的
（何のために）

　地域経済の活性化及び雇用機会の増大を図るため、企業誘致を促進する。また、市外への企業の
流出防止を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　誘致対象企業、市内立地企業、市民

所　属 産業部　産業振興課　企業振興係 総合計画施策体系 5

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 千円 千円

千円

千円

千円

一般財源 712,936 千円 324,225 千円

千円

その他

1,436,830 千円 1,165,449

-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　助成金の交付（１,４３１,４９８千円）
　　　　(1)　企業立地促進助成金（1,331,679千円）
　　　　　　企業26社に対して32件の企業立地促進助成金を交付した。
　　　　　　なお、雇用助成金は雇用安定促進事業へ計上している。
　　　　　ア　工場等設置助成金　　　　 （14件：  72,391千円）
　　　　　イ   施設整備助成金　　　　　  （ 8件： 598,316千円）
　　　　　ウ   施設整備更新助成金　　  （ 4件：　  5,346千円）
　　　　　エ　土地取得助成金　　　　　　（ 6件： 655,626千円）
　　　　(2)　産業集積促進助成金（99,819千円）
　　　　　　活力ある産業の集積を目的として、産業集積促進助成金を交付した。
　
　　　２　企業誘致・留置活動の推進（５,３３２千円）
　　　　　ビジネスイベントの開催や参加を通して、企業との関係を構築するとともに、誘致・留置に
　　　　結びつく情報収集などを行った。
　　　　(1)　東広島市東京連絡協議会及び東広島市企業懇談会を開催した。
　　　　(2)　広島県企業立地セミナー、大阪セミナーへ参加した。
　　　　(3)　企業や各関係機関を訪問し、誘致等にかかる協議を行った。

　

３　コスト情報

324,225 千円

千円 27,000 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 9,080 千円 千円

事業費合計（A) 722,016

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 2.30

千円
人
役
内
訳

正規職員 2.30 2.10 3.40

臨時職員 -

-

-
23,86816,629 千円

2.10

14,742 千円

3.40

嘱託職員

人件費/総事業費 2.25 ％ 4.35 ％ 1.63 ％

総事業費(A)+(B) 738,645 千円 338,967 千円 1,460,698

- ％

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

企業懇談会 東広島市企業懇談会 
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-

A

B

C

D

E

企業訪問 件 105 101

企業誘致促進事業

94

7,676

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 405 1 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

市民一人当たりの総事業費 円/人 3,656

　
　企業立地により地域経済の活性化等が見込まれるため、誘致企業数及び市内公的産業団地の分譲
率を成果指標として設定した。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

1,822

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

175.0%

100.0 100.0

元年度

市内公的産業団地分譲率 ％ 99.8 100.0

誘致企業数/年度 法人

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

47 8 4 7

目標を大幅に下回る

-100.0%

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　企業の投資意欲は引き続き堅調であるが、企業立地の受け皿が民間産業団地や民間遊休地に限ら
れている。また、本市の産業は、製造業の比重が高く、特に情報通信機器・電子部品・輸送用機械など
の分野に偏重しているため、景気変動や社会経済情勢などの外部要因の影響を受けやすい産業構
造となっている。

総合評価

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

A

　
　積極的な誘致活動の取組みにより、市内に7企業が
立地した。

区　分

目標をやや下回る

○

増額

コスト投入状況

成果上がらず

必
要
性

市の関与の妥当性
対象範囲の見直し等、検討の余地
がある。

　雇用創出、地域経済活性化のため、民間活力の活用について検討の余地があ
る。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

今後の方向性

　新たな産業団地の検討及び整備を推進するため、民間手法による整備を視野に入れるとともに、民
間遊休地の利活用促進等を図る。また、産業構造の複層化を図るため、成長産業や内需型産業等の
誘致活動に努める。

単位当たりコスト
の妥当性

一部、類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部、民間活力を活用済

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　必要に応じ今後も民間活力を活用していく。

　更なる成長を目指す本市にとって、企業誘致は重要かつ貢献度の高い事業で
ある。

一部、削減の余地がある。

概ね適正な負担割合である。

　雇用創出、地域経済活性化のため、市が推進すべき事業ではあるが、経済状
況に応じた事業の選択により、コスト削減の余地はある。

　他自治体と比較し、概ね適正な負担割合である。
効
率
性

コスト削減の余地

民間活力の活用

概ね妥当である。

　広島県において同様の事業があるため、連携して取り組みを進めている。

　昨年度と比較しコストが増加してはいるが、企業の設備投資などにより地域経済
の活性化が図られている状況であるため、概ね妥当である。

増加傾向にある。 　就労、地域経済発展へのニーズは増加傾向である。

評価分析

　
　誘致企業数が目標値を上回り、助成金支出額が大幅に増加した。これは、新規立地や増設に係る企
業投資が活発に行われた結果であり、税収増や雇用機会の創出など地域経済の好循環につながる効
果的な企業誘致・留置を実施することができた。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

平成 30 年度 事務事業シート 評価

35,156 千円 21,384千円

事務事業名 商業振興事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 406 1 新規・継続 継続

一般会計

根拠法令 商店街振興組合法、大規模小売店舗立地法、東広島市日本酒の普及の促進に関する条例等

目　的
（何のために）

　国、県及び商工関係団体等と連携して、各種商業振興施策を展開することにより市内商業の振興を
図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　商工会議所、各商工会、西条駅前商店街振興組合、関係機関など

所　属 産業部　産業振興課　仕事づくり対策室　雇用推進係、観光振興課　観光事業推進係 総合計画施策体系 6

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 101 千円 270 千円

千円

千円

千円

一般財源 24,154 千円 25,559 千円

千円

その他 2,000

28,812 千円 19,384

-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　商工関係団体への支援・連携（１９,２９２千円）
　　　　　中小企業者の経営基盤の強化、市内企業の貿易等の促進及び中小企業協同組合等の
　　　　育成を目的として、各関係団体への支援を行った。
　　　　　東広島商工会議所 7,000千円、東広島圏域商工会 11,990千円
　　　　　日本貿易振興機構広島貿易情報センター（ジェトロ） 192千円
　　　　　広島県中小企業団体中央会 30千円、広島杜氏組合　80千円

　　　２　大規模小売店舗立地法に係る調整（３５千円）
　　　　　大規模小売店舗立地法に基づき、設置者の届出による調整等を行った。
　　　　　※平成30年度　新設届出数1件、大規模小売店舗立地審議会開催回数1回

　　　３　商店街等のにぎわい創出（１,６８０千円）
　　　　　商店等が集積する地域や複数の商店等により構成された組織が実施する、地域の活性
　　　　化につながるイベント開催等の支援を行った。
　　　　　※平成30年度新規事業
　　　　　　八本松ガーデンプレイスマーケット実行委員会「八本松ガーデンプレイスマーケット」
　　　　　　東広島活性化プロジェクト実行委員会「Ｒｏｕｇｅ　Ｌｉｆｅ（ルージュライフ）」

　　　４　商店街等の魅力向上（８９４千円）
　　　　　中心市街地の活性化や各地域の個店等の魅力向上のため、課題分析や対策のための
　　　　研修を実施した。
　
　　　５　「日本酒のまち　東広島」プロモーションの推進（１１,０５２千円）
　　　　　「日本の20世紀遺産20選」の選定や、映画「恋のしずく」の公開と連動した「Sake City
　　　　東広島」キャンペーンの取組みなど、「日本酒のまち　東広島」の認知度向上や販売促進に
　　　　繋がるプロモーションを実施した。
　　　　　ひろしまブランドショップＴＡＵでのイベント開催
　　　　　台湾でのプロモーションの実施
　　　　　東広島市立日本酒大学の開講
　　　　　空港での映画と連動したPR活動　など

　　　６　復興支援アドバイザー支援事業（９８５千円）
　　　　　被災した中小企業者の早期の経営立て直しを支援するため、被災の状況に応じた適切
　　　　な支援制度の活用等に関する相談のできるアドバイザーの派遣を行った。

３　コスト情報

30,135 千円

6,074 千円 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 167 千円 4,475 千円

事業費合計（A) 24,321

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.40

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.40 0.50 0.91

臨時職員 0.11 -

-

-
6,6562,892 千円

0.50

3,510 千円

1.02

嘱託職員

人件費/総事業費 10.63 ％ 10.43 ％ 15.92 ％

総事業費(A)+(B) 27,213 千円 33,645 千円 41,812

- ％

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円
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A

B

C

D

E

商工会議所及び各商工会の巡回・窓口指導回
数

回 13,653 12,645

商業振興事業

10,767

大規模小売店舗立地審議会会議開催回数 回 0 4 1

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 406 1 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

市内の商業振興の成果を測るため、総務省が行う経済センサス活動調査の卸売・小売業の従業者数
及び年間商品販売額を指標とする。
※平成24年度　経済センサス活動調査結果　従業者数11,202人、年間商品販売額3,036億円
※平成28年度　経済センサス活動調査結果　従業者数12,824人、年間商品販売額3,825憶円

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

######

3,100 －

元年度

卸売・小売業年間商品販売額
（経済センサス活動調査）

億円 3,825 －

卸売・小売業従業者数
（経済センサス活動調査）

人

5年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

13,13512,95512,824 － 11,430 －

目標を大幅に下回る

3,870 3,930######

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　商業・サービス業の振興は、市内の経済循環の基礎を担うものであり、地域の生活基盤としての商業
集積を図るため、個店の魅力向上や生産性向上、事業者間連携によるにぎわいの創出に取組む必要
がある。

総合評価

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

A
　景気動向が緩やかな回復基調にあり、商工会議所
や各商工会等を通じた各種支援、商店街等の取組
みにより、公表されている経済センサスの実績値にお
いて、順調に推移している。

区　分

目標をやや下回る

○

増額

コスト投入状況

成果上がらず

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。
　市内の企業個々に支援を行うことは現実的に難しいため、商工関係団体への
支援が必要である。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

今後の方向性

　商工会議所及び商工会は、地域の総合経済団体として中小事業者の経営安定化への支援のみなら
ず、地域でのイベント開催において重要な役割を担うなど地域経済及び地域振興にとって欠くことので
きない団体であり、引き続き、連携した取組みを進める。
　「日本酒のまち 東広島」の形成に向け、引き続きイベントの開催等を通じた販売促進や認知度向上
を図る。

単位当たりコスト
の妥当性

一部、類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部、民間活力を活用済

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　商工関係団体を通じて個々の商工業者への支援・育成を行っている。

　市内中小事業者への支援は、本市の経済活性化に不可欠であり、施策への貢
献度も高い。

一部、削減の余地がある。

概ね適正な負担割合である。

　活動内容によっては削減の余地があるが、事業を継続していくうえでは一定の
コストは必要である。
　商工関係団体は自己財源として会費等の収入があり、概ね適正な負担割合で
ある。

効
率
性

コスト削減の余地

民間活力の活用

概ね妥当である。

　商工関係団体は製造業、商業、サービス業など様々な事業者に対する支援を
行っており、一部類似した事務事業がある。

　商工関係団体の支援については、他自治体と比較しても概ね妥当である。

増加傾向にある。 　市内中小事業者を取り巻く環境が厳しい中、支援ニーズは増加傾向にある。

評価分析

　商店街等の魅力向上やにぎわい創出等については、地域拠店となる商店街等の認知度向上や課題
解決に向けた取組みの支援を行うことができた。
　商工会議所及び各商工会の指導回数は、平成30年7月豪雨災害の影響により、本来の巡回や窓口
指導が困難であったことから、回数は減少しているが、災害復興のためのグループ補助金等の相談窓
口を設けるなど、災害支援策に従事し高いニーズがあった。
　「日本酒のまち東広島」プロモーションについては、海外も含めた様々なプロモーションの機会を設
け、本市の認知度向上に一定の効果があった。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

平成 30 年度 事務事業シート 評価

31,610 千円 50,032千円

事務事業名 雇用安定促進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 407 1 新規・継続 継続

一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　働くことを希望する人に就業機会が確保され、人材を必要とする事業者に採用機会が確保され、双
方にとって良好な雇用環境づくりを進める。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内で働くことを希望する人と市内に就業場所のある事業所

所　属 産業部　産業振興課　仕事づくり対策室　雇用推進係、企業振興係 総合計画施策体系 7

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 千円 千円

千円

千円

千円

一般財源 17,001 千円 23,030 千円

千円

その他

19,755 千円 40,095

-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　東広島市雇用対策協議会の活動支援（１１,８５９千円）
　　　　　広島西条公共職業安定所、東広島商工連絡協議会、東広島市（会長）で組織する東広
　　　　島市雇用対策協議会は、雇用の安定を図り産業振興に寄与することを目的に雇用対策に
　　　　関する各種事業を実施した。
　　　　(1)　就職ガイダンスの実施　　 開催回数：4回  参加企業数：延べ109社  参加者数：137人
　　　　(2)　労働力確保に関する各種事業
　　　　　ア　各種セミナーの開催　参加者数：延べ78人
　【新】　イ　市内企業見学バスツアーの実施　開催回数：3回　参加者数：延べ15人
　【新】　ウ　仕事を体感できるイベントの開催　参加者数：23人
　　　　(3)　学生等の市内就職促進事業
　　　　　ア　企業ガイド(冊子)及び採用動画の作成　冊子掲載68社　動画作成8社
　　　　　イ　事業所と高校進路担当教諭との情報交換会　参加企業数：24社　参加高校数：13校
　　　　　ウ　保護者向け就活セミナー　参加者数：17人
　　　　　エ　大学生と企業との交流イベント　参加企業数：10社　参加学生数：22人
　　　　　オ　大学生と事業所の情報交換会(共催） 　開催回数：1回
　【新】　カ　広島県及び県内市町との連携により、地元就職キャンペーンとして、就職ガイダンス
　　　　について中国新聞朝刊で告知を行った。
　　　　(4)　市外就職ガイダンスへの出展及び就職ナビサイトへの登録助成　 参加企業数：10社
　　　　(5)　雇用情報提供・収集
　　　　　ア　ハローワーク求人情報の市内各地への提供
　　　　　イ　雇用情勢アンケートの実施　1回実施　回答率平均27.1％

　　　２　広報型インターンシップ事業「地域マイスター留学」（４,５８０千円）
　　　　　学生のインターンシップ体験を元に、広報物の作成・企業との交流会の実施等、学生目線
　　　　による企業の魅力の発信を行った。

　　　３　テレワーク推進事業（７,３１５千円）
　　　　(1)  中小企業経営力改善
　　　   　市内中小企業(12社）に対して、ＩＴ化による業務改善・改革、生産性の向上等を図った。
　　　　(2)　テレワーカー育成
　　　   　働き手側へのテレワーク推進のため、テレワーカーの育成（受講者59人）を行った。

　　　４　誘致企業への雇用助成（７,８００千円）
　　　　　市内に工場等を新設又は増設する企業が、一定の要件のもと新規に従業員を雇用した
　　　　場合、助成金を交付した。　対象企業：5社

３　コスト情報

36,963 千円

11,855 千円 9,937 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 9,264 千円 13,933 千円

事業費合計（A) 26,265

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 1.15

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.15 1.40 1.50

臨時職員 -

-

-
10,5308,314 千円

1.40

9,828 千円

1.50

嘱託職員

人件費/総事業費 24.04 ％ 21.00 ％ 24.99 ％

総事業費(A)+(B) 34,579 千円 46,791 千円 42,140

- ％

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円
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-

A

B

C

D

E

就職ガイダンス参加者数 人 95 143

雇用安定促進事業

137

雇用助成金交付人数 人 29 38 38

227

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 407 1 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

市民一人当たりの総事業費 円/人 187

　就業機会の確保という事業の目的から企業と求職者が直接面談できる就職ガイダンス参加者の就職
率を成果指標として設定している。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

252

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

103.3%

元年度

就職ガイダンス（面接会）参加者
の就職率

％

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

2511 23 20 21

目標を大幅に下回る

○

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　企業の人手不足感が顕著となっており、就職ガイダンスへの参加者及び参加者就職率は増加したも
のの、企業の人材確保が課題となっている。適時的な人材確保ができるよう、情勢を見極めながら事業
を展開していく。

総合評価

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

A

　
　指標である就職ガイダンス参加者の就職率20％を
達成した。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。 　雇用対策協議会の構成メンバーとして市が主体となり事業を実施している。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

今後の方向性

　広島西条公共職業安定所管内の有効求人倍率は、バブル期の有効求人倍率を超え、課題である労
働力不足や雇用のミスマッチを解消するため、各種事業へ支援を行っていく必要がある。

単位当たりコスト
の妥当性

一部、類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部、民間活力を活用済

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　一部事業の実施について、民間委託等を行っている。

　就業機会の確保につながる事業を支援することで、雇用を創出し、市内企業の
活性化につなげることを目的とした事業であるため。

削減の余地はない。

概ね適正な負担割合である。

　適正な人員配置であり、削減の余地はない。

　就労支援や雇用創出を目的とした事業であり、市の負担割合は、適正である。
効
率
性

コスト削減の余地

民間活力の活用

比較資料がない。

　国、県等が主催する合同企業面接会があるが、雇用対策協議会主催の就職ガ
イダンスは、市内を就業場所とする企業を集めて実施している。

　比較資料がないが、概ね妥当であると判断している。

著しく増加している。 　求人倍率は高推移を続けており、マッチングの必要性が高まっている。

評価分析

　求人倍率が高水準を推移する中、就職ガイダンスの参加者数および就職率は増加したものの、企業
の人材確保が課題となっている。
　また、学生等の市内就職率を向上するため、就職ガイダンスへの参加学生数を増やす工夫を行った
り、市内企業の認知度を高めるためのイベントを開催した。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

平成 30 年度 事務事業シート 評価

2,656 千円 3,998千円

事務事業名 障害者雇用促進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 407 2 新規・継続 継続

一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　障害者の就業機会の拡大を図り、その職業的自立と福祉を推進する。

対　象
（誰・何を対象に）

　東広島市内に住所を有する者で、障害者の雇用の促進等に関する法律第2条第2号に規定する身
体障害者、同条第4号に規定する知的障害者又は同条第6号に規定する精神障害者を雇用する者

所　属 産業部　産業振興課　仕事づくり対策室　雇用推進係 総合計画施策体系 7

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 千円 千円

千円

千円

千円

一般財源 4,031 千円 2,922 千円

千円

その他

2,656 千円 3,998

-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　障害者雇用奨励金の交付（２,６５６千円）
　　　　　東広島市に住所を有する障害者を、市内事業所において常時雇用する労働者として新
　　　　規に雇用した際、企業（事業主）に対して、奨励金を交付した。
　
　　　　　【奨励金の額及び交付期間】
　　　　　　障害者　　　　　15,000円（月額）×12ヵ月＝180,000円
　　　　　　重度障害者　　17,000円（月額）×18ヵ月＝306,000円

　　　　　【交付実績】
　　　　　　交付対象者　29人
　　　　　　交付対象企業数　13社

３　コスト情報

2,922 千円

千円 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 4,031

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.25

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.25 0.25 0.25

臨時職員 -

-

-
1,7551,807 千円

0.25

1,755 千円

0.25

嘱託職員

人件費/総事業費 30.95 ％ 37.52 ％ 39.79 ％

総事業費(A)+(B) 5,838 千円 4,677 千円 4,411

- ％

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

パンフレット 
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-

A

B

C

D

E

障害者雇用奨励金交付人数 人 41 26

障害者雇用促進事業

29

152

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 407 2 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

総事業費/奨励金交付人数 千円 142

　障害者の雇用の促進等に関する法律の規定により、一定規模の民間企業は、2.2％以上の身体障害
者、知的障害者又は精神障害者を雇用しなければならないとされているため、東広島市内の民間企業
における障害者の実雇用率を成果指標としている。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

180

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

80.0%

元年度

市内民間企業の障害者
実雇用率

％

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

2.201.91 1.74 2.20 1.76

目標を大幅に下回る

○

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　本市の民間企業における障害者の実雇用率が、法定雇用率の2.2％を下回っている。

総合評価

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

B
　概ね成果目標を達成することができた。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。
　障害のある市民が、能力と適性に応じた雇用の場に就き、地域で自立した生活
を送ることができるようにするための事業であり、市が実施すべきである。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

今後の方向性

　
　法定雇用率を達成するため、引き続き本事業の実施と合わせて企業への働きかけを行い、障害者の
雇用の確保に努めていく。

単位当たりコスト
の妥当性

類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

全て市直営が望ましい。

一定の影響度、貢献度がある。

　障害者の雇用拡大という目的のため、市が実施することが望ましい。

　障害者の職業的自立と福祉を推進する意味で、一定の貢献度がある。

一部、削減の余地がある。

概ね適正な負担割合である。

　対象者要件の見直し等、検討の余地がある。

　奨励金の交付額は、妥当である。
効
率
性

コスト削減の余地

民間活力の活用

概ね妥当である。

　障害者を雇用した事業主に対する国の助成制度があるが、市内在住の障害者
を市内の事業所で雇用した事業主を対象として支給している。

　補助金以外はほぼ人件費のみであり、概ね妥当であると判断している。

増加傾向にある。
　奨励金の交付人数は微増したが、各企業が人手不足を課題としており、ニーズ
は増加していると言える。

評価分析

　成果指標である市内民間企業の実雇用率は、法定雇用率（2.20％）を、0.44ポイント下回っている。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

- ％

千円 - 千円

人件費/総事業費 53.90 ％ 62.38 ％ 64.85 ％

総事業費(A)+(B) 16,095 千円 13,505 千円 12,990

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.20 1.20 1.20

臨時職員 -

-

-
8,4248,676 千円

1.20

8,424 千円

1.20

嘱託職員
-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　就職支援講座等の実施に対する支援（３,０６０千円）
　　　　　東広島地域職業訓練センターが、就職・再就職を希望する市民を対象に、企業ニーズが
　　　　高い分野の資格取得講座や技能講習を実施する際の講習費用の一部を助成した。
　　　　(1)　パソコン基礎講座               受講者10人
　　　　(2)　介護職員初任者養成講座　受講者  7人
　　　　(3)　歯科事務管理士養成講座　受講者  5人
　　　　　　受講者の就職率　　64％

　　　２　就職・訓練支援員の配置に対する支援（１,４１０千円）
　　　　　各種訓練講座受講生を対象に就職相談などのきめ細やかな就職支援を行う就職・訓練
　　　　支援員の配置に要する経費の一部を助成した。

３　コスト情報

5,081 千円

千円 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 7,419

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 1.20

5,081 千円

千円

その他

4,566 千円 4,620

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 千円 千円

千円

千円

千円

一般財源 7,419 千円

所　属 産業部　産業振興課　仕事づくり対策室　雇用推進係 総合計画施策体系 7

根拠法令

目　的
（何のために）

　就職・再就職を希望する市民を就職に結びつけるとともに、市内中小企業の次代を担う人材の育成
を推進するため、東広島地域職業訓練センターの活動を支援する。

対　象
（誰・何を対象に）

　求職中の市民、市内中小企業の従業員

事務事業名 職業能力開発助成事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 407 3 新規・継続 継続

一般会計

平成 30 年度 事務事業シート 評価

4,566 千円 4,620千円

東広島地域職業訓練センター 
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-

A

B

C

D

E

民間活力の活用

比較資料がない。

　国、県が職業訓練事業を実施しているが、市の事業は、求職中の市民を対象と
している。

　比較資料はないが、概ね妥当であると判断している。

増加傾向にある。 　受講者数及び就職率は低下したものの、施設利用人数は増加した。

評価分析

　雇用情勢などに対応した講座の開催等により、成果指標である就職率は達成できた。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ

今後の方向性

　
　就職率及び受講率の向上を図るため、企業ニーズをとらえ、魅力がある講座内容に見直しを行って
いくとともに、就職・訓練支援員による就職支援を継続する。
　長期的には、法人の運営、施設の維持管理等の課題など、市の関与の在り方を検討していく必要が
ある。

単位当たりコスト
の妥当性

一部、類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部、民間活力を活用済

一定の影響度、貢献度がある。

　施設は、職業訓練法人東広島地域職業能力開発協会が管理運営しており、市
は、事業費補助を行っている。

　市民の就職支援につながる事業であり、一定の貢献度がある。

削減の余地はない。

一部、受益者負担導入を見直す余
地がある。

　講座実施に係る必要最低限の経費を補助対象としており、削減の余地がない。

　資格取得費用、テキスト代は受講生負担となっており、概ね適正な負担割合と
なっている。

効
率
性

コスト削減の余地

必
要
性

市の関与の妥当性
対象範囲の見直し等、検討の余地
がある。

　事業目的が市民の再就職及び市内中小企業等の人材育成につながるもので
あり、市の関与は妥当であると考えるが、職業訓練法人の運営に係る支援の対象
等については検討の余地あり。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　
　前年度より就職率は低下しているが、目標値は達成することができた。
　受講者数のさらなる増加が必要である。

総合評価

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

A
　就職率の向上により、目標値を上回った。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

目標を大幅に下回る

○

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

5059 76 50 64

179

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

128.0%

元年度

就職支援講座等実施事業
受講者の就職率

％

開館日1日あたりの施設利用人数 人 35 23 32

203

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 407 3 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

補助金額/受講者数 千円 140

　就職・再就職を希望する市民を就職に結びつけることを目的の一つとしていることから、就職支援講
座等実施事業受講者の就職率を成果指標としている。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

資格取得講座、技能講習受講者数 人 33 25

職業能力開発助成事業

22
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

- ％

千円 - 千円

人件費/総事業費 1.06 ％ 0.89 ％ 0.74 ％

総事業費(A)+(B) 238,149 千円 237,741 千円 237,297

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.35 0.30 0.25

臨時職員 -

-

-
1,7552,530 千円

2.30

2,106 千円

2.25

嘱託職員 2.00 2.00 2.00
-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　東広島市勤労福祉センター及び安芸津共同福祉会館の管理運営（５，５４２千円）
　　　　　当該施設は、市内に居住する勤労者及び市内の中小企業で働く勤労者を対象に、集会・
　　　　研修、自主サークル等の活動の場を提供する。なお、市内の勤労者が利用する場合は、
　　　　使用料を2分の1に減額している。
　　　　(1)　東広島市勤労福祉センター
　　　　　　建築年月日：昭和56年4月10日
　　　　　　構造：鉄筋コンクリート造 2階建
　　　　　　延床面積：691.57㎡
　　　　（2）　安芸津共同福祉会館
　　　　　　建築年月日：昭和61年3月28日
　　　　　　構造：鉄筋コンクリート造 2階建
　　　　　　延床面積：563.92㎡
　
　　　２　中国労働金庫預託金（２３０,０００千円）
　　　　　東広島市の企業の多くが中小企業であり、大企業との格差は賃金だけでなく、福利厚生
　　　　面にも及んでいる。中小企業労働者の生活基盤の安定は、地域経済活性化の観点からも
　　　　重要な課題であり、市が労働金庫に対し原資を預託し、労働者が借り入れる金利を市中金
　　　　利よりも低く設定することにより、所得の再配分を間接的に行い、労働者の生活向上に貢献
　　　　し、消費を促すことにより市の産業活性化に資する。
　　　　(1）  労働者金融対策
　　　　　　勤労者に対する各種ローンを低利で融資する。
　　　　(2)　東広島市提携融資制度
　　　　　　市内に勤務又は居住する勤労者を対象に、教育費、住宅費、医療費、介護器具購入費、
　　　　　冠婚葬祭費、墓園使用料、下水道整備に伴う改築費用などの資金を、低利で融資する。

３　コスト情報

235,635 千円

千円 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 235,619

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 2.35

4,707 千円

千円

その他 231,019 230,692

4,974 千円 5,821

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 230,928 千円 230,568 千円

千円

千円

千円

一般財源 4,600 千円

所　属 産業部　産業振興課　仕事づくり対策室　雇用推進係 総合計画施策体系 7

根拠法令

目　的
（何のために）

　市内に居住する勤労者及び市内の中小企業等で働く勤労者を対象に、集会・研修、自主サークル等
の活動の場を提供し、勤労者の福祉増進を図る。また、中国労働金庫に市の資金を預託し、それを元
に生活資金の融資を行うことで、市内に居住する勤労者の生活の安定を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内の勤労者

事務事業名 勤労者福祉推進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 407 4 新規・継続 継続

一般会計

平成 30 年度 事務事業シート 評価

235,542 千円 236,513千円
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A

B

C

D

E

民間活力の活用

概ね妥当である。

　民間金融機関の融資制度があるが、勤労者のための低利な貸出を行っている。

　比較資料はないが、単位当たりコストは減少している。

減少傾向にある。 　減少の原因を分析する必要がある。

評価分析

　7月豪雨災害の影響を受けたこともあり、勤労者福祉施設の利用者数は減少した。
　東広島市提携融資の利用率は低下している。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ

今後の方向性

　
　勤労者福祉施設については、利用者数や利用実態、施設の維持・修繕などの状況を勘案し、長期的・
経営的視点に基づき、公共施設の適正配置実施計画で今後の方向性について検討中である。
　東広島市提携融資については、貸付限度額や貸付期間などについて、利用者ニーズに応じた融資
条件を検討していく。

単位当たりコスト
の妥当性

一部、類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部、民間活力を活用済

一定の影響度、貢献度がある。

　安芸津共同福祉会館については、指定管理者制度を導入している。

　市内の中小企業等で働く勤労者の福祉増進、生活安定に資するものであり、影
響度、貢献度のある事業である。

一部、削減の余地がある。

概ね適正な負担割合である。

　勤労者福祉施設の利用促進を図り、使用料収入の増加を図る。

　勤労者の生活の安定と福祉の増進を目的に市が主体的に取り組んでいるもの
で、適正であると判断している。

効
率
性

コスト削減の余地

必
要
性

市の関与の妥当性
対象範囲の見直し等、検討の余地が
ある。

　勤労福祉施設については公共施設の適正配置実施計画で今後の方向性につ
いて検討中。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　
　勤労者福祉施設については、施設の老朽化により、維持管理費等の増大が懸念される。
　東広島市提携融資については、さらなる利用率の向上を図る必要がある。

総合評価
○

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

C
　勤労者福祉施設年間利用者、東広島市提携融資
利用率ともに減少した。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

目標を大幅に下回る

6062.3%

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

12,00012,544 12,429 12,000 7,077

3,391.7

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

59.0%

60 37

元年度

東広島市提携融資利用率 ％ 42 40

勤労者福祉施設年間利用人数 人

東広島市提携融資年間利用件数 件 14 18 15

3,297.6

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 407 4 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

総事業費/雇用保険被保険者数 円 3,491.5

　勤労者福祉施設と東広島市提携融資の利用率の向上を図るため、勤労者福祉施設年間利用者数及
び東広島市提携融資の利用率を成果指標として設定している。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

勤労者福祉施設年間利用者数 人 12,544 12,429

勤労者福祉推進事業

7,077
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

- ％

千円 - 千円

人件費/総事業費 34.69 ％ 53.92 ％ 48.68 ％

総事業費(A)+(B) 24,610 千円 14,868 千円 12,661

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.14 1.10 0.85

臨時職員 -

-

-
6,1648,536 千円

1.25

8,017 千円

0.95

嘱託職員 0.15 0.15 0.10
-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　東広島市産学金官連携推進協議会への運営費補助（５,２９３千円）
　　　　　東広島市産学金官連携推進協議会は、産学金官の推進を図るとともに地域産業の振興・
　　　　発展に寄与することを目的に、産学金官マッチングイベントの開催、東広島発！ものづくり
　　　　逸品の認定、リカレント講座による産業人材の育成など、産学金官連携に係る事業を実施
　　　　しており、この事業に対し、補助を行った。
　　　　(1)　設立：平成20年4月1日
　　　　(2)　構成組織：市、東広島商工会議所、黒瀬商工会、広島県央商工会、安芸津町商工会、
　　　　　　　　　　　　　広島大学、近畿大学工学部、広島国際大学、東広島市金融協議会、
　　　　　　　　　　　　　特定国立研究開発法人産業技術総合研究所中国センター（10機関）
　　　　(3)　平成30年度活動実績：
　　　　　　　　　　　　　産学金官マッチングイベントの開催（１回開催、160名参加）
　　　　　　　　　　　　　東広島発！ものづくり逸品の認定及び展示会への出展（5製品認定）
　　　　　　　　　　　　　リカレント講座の開催（4回開催、延べ34名参加）
　　　　　　　　　　　　　マッチングフォーラムの開催（1回開催、27名参加）
　　　　　　　　　　　　　御用聞き型企業訪問の実施（4社訪問）

　　　２　広島中央サイエンスパーク研究交流推進協議会の運営費負担（５００千円）
　　　　　広島中央サイエンスパークに立地する研究機関等の相互の交流、地域の企業等との情
　　　　報交流及び人的交流を支援するため、事業費の一定額を負担した。
　　　　　(1)　設立：平成8年6月11日
　　　　　(2)　構成組織：㈱広島テクノプラザ等の立地機関及び広島県、(公財)ひろしま産業振興
　　　　　　　　　　　　　　機構、市などの行政・産業支援機関等（21機関）
　　　　　(3)　事業内容：東広島市企業懇談会への参加（85機関、110名参加）
　
　　　※本事業は、令和元年度から「産業イノベーション創出支援事業」に統合し、一体的に取り組む
　　　　こととしている。

３　コスト情報

6,851 千円

2,646 千円 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 14,732 千円 2,739 千円

事業費合計（A) 16,074

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 1.29

4,112 千円

千円

その他

3,851 千円

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 千円 千円

千円

千円

千円

一般財源 1,342 千円

所　属 産業部　産業振興課　新産業創出係 総合計画施策体系 8

根拠法令

目　的
（何のために）

　 「東広島市産学金官連携推進協議会」を中心に人的ネットワークの深化、拡大を目指した活動を推
進し、もって新産業の創出を加速する。

対　象
（誰・何を対象に）

　東広島市産学金官連携推進協議会、広島中央サイエンスパーク研究交流推進協議会、市内企業等

事務事業名 産学金官ネットワーク形成促進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 408 1 新規・継続 継続

一般会計

平成 30 年度 事務事業シート 評価

6,497 千円千円

 産学金官マッチングイベント展示セッション      首都圏展示会への出展 
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A

B

C

D

E

民間活力の活用

比較資料がない。

　大学等が立地している自治体で一部、類似した協議会があるものの、多くの大
学、研究機関が集積している本市並みの構成規模のものはない。
　各自治体で立地している大学、研究機関等の機関が異なるため、単純な比較
ができない。

増加傾向にある。
　東広島市産学金官連携推進協議会の実施事業は、大学等と企業の出会いの
場を創出するものであり、参加者からの需要は高い。（アンケート等による）

評価分析

　７月豪雨災害を受け、学び直しによる社会人向けのリカレント講座については、募集時期が遅れタイ
ミングが合わず、参加者が少なかった。
　東広島市産学金官マッチングイベントでは、新たな産業を生み出す芽となる研究シーズ等を公開し、
160名の方の参加があった。また、東広島発！ものづくり逸品事業では、首都圏の展示会へ出展し、商
談、成約まで導くことができ、「東広島市産学金官連携推進協議会」を中心にネットワークの活動を推
進することができた。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ

今後の方向性

　産学金官マッチングイベントの事業内容を見直し、人の繋がりを誘引するようなイベントや最新の話題
をテーマにしたセミナー等、取組内容の充実を図りイノベーションエコシステムの構築を目指していく。
　Ｒ１年度からは本事務事業も含め、新たなイノベーション関連の取組等を、「産業イノベーション創出
支援事業」に統合する。

単位当たりコスト
の妥当性

一部、類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部、民間活力を活用済

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　東広島市産学金官連携推進協議会は行政、大学、産業支援機関、金融機関
等で組織しており、既に民間活力を活用している。
　産学金官ネットワーク形成促進事業は、本市の新産業の創出、イノベーションを
促進させる上で、重要度が高い事業である。

削減の余地はない。

概ね適正な負担割合である。

　大学等と企業のマッチングを図るため、多種多様な事業を限られた事業費の中
で展開しており、これ以上の削減は困難である。
　東広島市産学金官連携推進協議会の運営費については、各構成組織も定額
負担しており、概ね適正な負担割合である。

効
率
性

コスト削減の余地

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。
　新産業の創出、イノベーションを促進させるには、産学金官のネットワーク形成
が重要であり、市が大学等の関係機関と連携して、取り組む必要がある。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　大学、研究機関が多く集積している本市の強みを活かすため、市が中心となり東広島市産学金官連
携推進協議会を設置し、市内企業が日常的に大学等を利用しやすくするための各種事業を展開して
いる。主には、大学等の技術シーズと企業ニーズとのマッチングイベントを行っているが、参加者が限
定的になっており、参加者数も低迷してきている。

総合評価

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

A
　大学等の技術シーズと企業ニーズとのマッチングの
成果の一つである、大学等との共同研究又は委託研
究を締結した補助金交付件数が目標値を上回り、平
成30年度の目標値を達成することができた。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

目標を大幅に下回る

○

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

6 2 3 4

80

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

133.3%

元年度

大学等との共同研究又は委託研
究を締結した補助金交付件数

件

リカレント講座参加者数 人 63 93 34

68

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 408 1 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

市民一人当たりの総事業費 円 133

　 東広島市産学金官連携推進協議会は、新たな共同研究への展開など、大学等の技術シーズと企
業ニーズとを結びつける役割を担っているため、両者のマッチングの成果の一つである、大学等との共
同研究又は委託研究を締結した補助金交付件数を成果指標として設定している。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

産学金官マッチングイベント参加者数 人 196 162

産学金官ネットワーク形成促進事業

160
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２　事務事業の概要・活動実績

　

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

平成 30 年度 事務事業シート 評価

8,917 千円千円

事務事業名 産業人材育成・定着促進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 408 2 新規・継続 継続

一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

  本市の産業競争力を強化するため、関係機関と連携して、企業等の付加価値を創出していくことがで
きる産業人材の育成及び定着促進を図る。また、次代を担う青少年に創作する喜びと発明くふうの楽し
さを体得させ、創造性豊かな人間形成を促進する。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内企業及びその在職者、市内小中学校の児童・生徒等

所　属 産業部　産業振興課　仕事づくり対策室　雇用推進係、企業振興係、新産業創出係 総合計画施策体系 8

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 千円 千円

千円

千円

千円

一般財源 4,117 千円 4,069 千円

千円

その他

5,314 千円

-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　企業のものづくり技術高度化に向けた支援（３,０１６千円）
　　　　　企業の人材育成を支援するため、産業支援機関がものづくり技術高度化に資する様々な
　　　　研修メニューを設けるよう働きかけるとともに、市内企業等の従業員に係る研修受講や中小
　　　　企業等のグループが企画する研修会の開催に対し、経費の一部を補助した。
　　　　(1)　産業支援機関活用研修事業（2,876千円）
　　　　　　実績：実施回数51回、受講人数174人
　　　　(2)　グループ研修事業（140千円）
　　　　　　実績：2グループ
　　　　　　補助率：会場使用料、講師謝金、旅費及び資料作成費等の研修費用の2/3以内
　　　　　　　　　　　（上限：100千円）

　　　２　ものづくり産業人材の育成（１１５千円）
　　　　　ものづくり産業を支える多様な人材を育成するためのビジネスセミナーを開催した。
　　　　　 （実績：セミナー数5回、受講人数281人）

　　　３　３Ｄプリンタ研究会事業（７２４千円）
　　　　　中小企業等の事業高度化やものづくり人材の育成を支援するため、大学、企業及び産業
　　　　支援機関等と連携し、産業界においてニーズが高い三次元積層造形技術（３Ｄ プリンタ）の
　　　　専門知識、技術の開発動向や先進的な取り組み、利用方法等について、情報収集を行った。
          （実績：セミナー数3回、受講人数251人）

　　　４　児童生徒発明くふう展の運営支援（４４６千円）
　　　　　応募作品総数：769点（うち入賞作品数：44点）
　　　　　入賞作品の展示会：平成30年10月6日、7日
           展示会会場：東広島芸術文化ホールくらら

　　　５　少年少女発明クラブの運営支援（４００千円）
　　　　　創作活動：17回

【新】６　市内産ロボットのプログラミング教材利用（３,３８３千円）
　　　　　将来の地元産業を担う人材の育成を目指すため、市内生産品であるロボット型プログラミ
　　　　ング機器を12台購入し、広島大学との共同研究として、計5回のプログラミング授業を、西条
　　　　小学校で行った。
　
　　　※本事業は、令和元年度から「産業イノベーション創出支援事業」に統合し、一体的に取り組
　　　　むこととしている。

３　コスト情報

4,378 千円

3,603 千円 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 94 千円 309 千円

事業費合計（A) 4,211

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 1.38

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.23 1.30 1.20

臨時職員 -

-

-
8,6219,186 千円

1.45

9,421 千円

1.30

嘱託職員 0.15 0.15 0.10

人件費/総事業費 68.57 ％ 68.27 ％ 49.16 ％

総事業費(A)+(B) 13,397 千円 13,799 千円 17,538

- ％

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円
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A

B

C

D

E

ものづくり技術高度化に資する研修の指定数 件 79 87

産業人材育成・定着促進事業

87

児童生徒発明くふう展応募作品数 点 856 592 769

94

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 408 2 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

市民一人当たりの総事業費 円／人 72

　先端技術産業の集積を特徴とする本市において、今後の発展のベースとなる人材育成を支援するた
め、受け皿となる研修数を結果指標とし、受講者数の増減率を成果指標として設定している。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

74

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

200.0%

元年度

産業支援機関実施研修の市内
企業受講者数の増減率

％

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

20 -9 5 10

目標を大幅に下回る

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　製造業等で課題となっている高度な技能を持つ人材の不足や、熟練技術者からの技術の承継問題
に対応するための人材育成支援を行うとともに、本市産業の更なる活性化を図るため、新たな産業を
生み出すイノベーション関連の支援策に取り組む必要がある。

総合評価

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

A
　新規事業の展開によりコストは増加しているが、成
果指標である産業支援実施機関実施研修の市内企
業受講者数は目標値を大幅に超える等、一定の成
果を上げている。

区　分

目標をやや下回る

○

増額

コスト投入状況

成果上がらず

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。 　引き続き、産業支援機関が実施する対象研修事業の周知が必要である。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

今後の方向性

　中小企業等の事業活動に重要な産業人材の育成をオープンイノベーションの取り組みの中で加速
化し、ハンズオン支援との相乗効果からイノベーションエコシステムの構築を目指していく必要がある。
   Ｒ１年度からは本事務事業も含め、新たなイノベーション関連の取組等を、「産業イノベーション創出
支援事業」に統合する。

単位当たりコスト
の妥当性

一部、類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部、民間活力を活用済

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　民間が行う研修等に対し支援を行っており、民間活力を活用実施している。

　新たな産業の創出や産業構造の構築のため、ものづくり技術高度化の推進は
必要な施策であり、貢献度も高い。

削減の余地はない。

概ね適正な負担割合である。

　これ以上の削減は困難である。

　適正な負担割合である。
効
率
性

コスト削減の余地

民間活力の活用

他の自治体と比較し、単位当たりコ
ストが高い。

　国や県が支援補助する研修等、類似した事業は存在する。支援補助が重複し
ないよう支援機関と連携、調整している。

　類似事業はあるが、支援方法が異なるため比較できない。

増加傾向にある。 　市民ニーズは増加傾向にある。

評価分析

　ものづくり技術高度化に係る研修受講者数は前年比10%増となり目標を達成した。
　また、本市産業の持続的発展を目指すにあたり、ロボット型プログラミング機器を活用した児童向けプ
ログラミング授業の実施等、将来的な産業人材の育成に係る取り組みを拡充した。このことから、産業
人材及び次世代を担う青少年の育成が効果的に実施できた。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

平成 30 年度 事務事業シート 評価

36,959 千円 42,562千円

事務事業名 道の駅管理運営事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 410 1 新規・継続 継続

一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　道路の利用者に対し良好な休憩場所を提供するとともに、地域情報の受信、発信等による地域間交
流の促進及び農産物等地元産品の販売による地域の活性化を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　施設利用者

所　属 産業部　農林水産課　担い手支援係 総合計画施策体系 10

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 3,261 千円 3,040 千円

千円

千円

千円

一般財源 32,186 千円 29,791 千円

千円

その他 3,379 3,200

30,802 千円 36,245

-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　事業の概要
　　　　　観光客や市民の憩いの場となっている「道の駅湖畔の里福富」を指定管理によって運営す
　　　　るとともに、駐車場や公衆トイレなどの管理を行った。

　　　２　施設の概要
　　　　(1)　名称：湖畔の里福富（平成20年開設）
　　　　(2)　施設：交流館、交流館体験学習室、農産物加工室、多目的ホール、多目的グラウンド、
　　　　　　　　　デイキャンプ場（12サイト）、ふれあい広場（大型遊具、芝生広場）、駐車場（大型6台、
　　　　　　　　　普通車147台、二輪12台）、第2駐車場（普通車170台）、トイレ

　　　３　指定管理者による施設の管理・運営（２７,８３４千円）
　　　　　指定管理者による施設の管理・運営を行うことで、効果的かつ効率的な運営と利用者へ
　　　　のサービスの向上を図った。
　　　　(1)　指定期間：平成29年4月1日～令和4年3月31日
　　　　(2)　業務内容：駐車場の管理、休憩所及びトイレの管理、物産館での地元特産品や農産
　　　　　　　　　　　　物の販売・ＰＲ、レストランの営業
　　　　(3)　主な開催イベント（レジ通過者数）
　　　　　　あそび×まなびフェス(14,249人)、パン＆コーヒーマルシェ(5,192人)、
　　　　　収穫祭（2,875人）、ＴＳＵＫＩ市マルシェ（4,927人）、クリスマスマルシェ(2,342人）、
　　　　　ぽかぽかＴＳＵＫＩ市(1,869人)

３　コスト情報

36,077 千円

3,117 千円 3,117 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 2,705 千円 3,025 千円

事業費合計（A) 38,270

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.60

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.60 0.40 0.30

臨時職員 -

-

-
2,1064,338 千円

0.40

2,808 千円

0.30

嘱託職員

人件費/総事業費 10.18 ％ 7.22 ％ 5.39 ％

総事業費(A)+(B) 42,608 千円 38,885 千円 39,065

- ％

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

交流館 パン＆コーヒーマルシェ 
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A

B

C

D

E

施設の利用者数（有料施設） 人 47,546 39,550

道の駅管理運営事業

30,199

交流館利用者（レジ通過者）数 人 217,536 215,965 224,427

1,294

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 410 1 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

総事業費/施設の利用者数 円 896

　地元産品の販売による地域活性化を目的とした施設であることから、交流館での販売額を成果指標
として設定する。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

983

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

93.0%

元年度

交流館販売額 千円

―年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

231,000221,692 210,080 240,000 223,288

目標を大幅に下回る

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　指定管理者が主催するイベントの影響等によって、減少傾向にあった利用者数と販売額が増加して
いる。
　しかしながら、目標数値には達しておらず、より一層の取り組みの強化が必要である。
　また、施設の開設から10年が経過し、大型遊具や施設の老朽化の進行が懸念される。

総合評価

○

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

B
　利用者のニーズ把握に努め、積極的な自主事業の
開催などにより集客を図っている。今後もこうした取組
を継続していく。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。
　市の設置した施設であり、地域の情報発信、都市農村交流の観点から市が実
施する必要がある。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

今後の方向性

　施設の老朽化の状況を把握し、設備更新や施設改修による予防保全を計画的に行っていく。
　利用者数と販売額のさらなる増加に向け、指定管理者と連携し、サービスの充実や施設の魅力発信
を進めていく。

単位当たりコスト
の妥当性

一部、類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

概ね、民間委託等へ切替済

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　施設の管理運営に係る業務は、ほぼ全て指定管理者に移行済みである。

　地域の活性化に寄与するとともに、市民の健康及び福祉の増進を図ることを目
的とした施設である。

削減の余地はない。

一部、受益者負担導入を見直す余
地がある。

　施設の管理運営に係る業務は、ほぼ全て指定管理者に移行済みである。

　有料施設の利用料については、他の貸館施設の使用料見直しに合わせて検
討するべきである。

効
率
性

コスト削減の余地

民間活力の活用

比較資料がない。

　市内唯一の道の駅であるが、地元産品の販売やホール等の貸館については、
他の施設においても実施されている。
　道の駅は、施設ごとに運営方法・規模・設備・立地環境等の条件が異なるため、
他市町との単純な比較によって妥当性を判断することができない。

増加傾向にある。 　施設の存在は広く認識されているが、利用者数の大きな変化は無い。

評価分析

　交流館販売額は目標を達成できなかったものの、前年度を上回る成果となっている。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

平成 30 年度 事務事業シート 評価

4,812 千円 6,571千円

事務事業名 中心市街地活性化推進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 410 2 新規・継続 継続

一般会計

根拠法令 中心市街地の活性化に関する法律

目　的
（何のために）

　中心市街地の商業の振興及び観光資源の活用を関係団体と連携しながら取り組み、まちの中心とし
てにぎわいのある空間の形成を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　東広島商工会議所、東広島市観光協会、西条駅前商店街振興組合、事業者、地権者等

所　属 産業部　観光振興課　観光事業推進係 総合計画施策体系 10

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 千円 千円

千円

千円

千円

一般財源 4,309 千円 4,028 千円

千円

その他

2,911 千円 3,937

-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　中心市街地活性化事業補助（１,０００千円）
　　　　　東広島市観光協会が行う、西条酒蔵通り周辺のにぎわいの創出に資するイベント等を支
　　　　援した。
　　　　　[イベント実施実績]
　　　　　　くぐり門まちあそび・まちあそび講座
　　　　　　酒スイーツ展
　　　　　　ほろよい散歩セット販売
　　　　　　酒蔵ＹＯＧＡ
　　　　　　酒都西条 酒蔵通り成人記念写真館inくぐり門
　　　　　　春の西条 醸華町まつり
　　　　　　ＡＲＴ in 酒蔵

　　　２　新規出店支援事業補助（２,０００千円）
　　　　　中心市街地にある西条酒蔵通り周辺での、空き店舗を活用した新規出店のための改装
　　　　等への支援を行った。
　　　　　平成30年度適用実績　1件

　

　　　３　アンテナショップの運営（１,０５６千円）
　　　　　中心市街地での事業の可能性を探りながら新規出店を促すことを目的に、西条酒蔵通り
　　　　周辺の空き店舗を活用し、事業者が自ら一定期間、地域産品等のＰＲ・販売等を行うことが
　　　　できるスペースを提供した。

　　　４　ロボット観光ガイドの導入（４００千円）
　　　　　インバウンドに対する多言語対応コンテンツ、展示会等への出展時のPR等を目的として、
　　　　ロボット観光ガイドを導入した。

３　コスト情報

6,956 千円

1,901 千円 2,634 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 2,928 千円

事業費合計（A) 4,309

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.20

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.20 0.35 0.35

臨時職員 -

-

-
2,5151,446 千円

0.35

2,457 千円

0.35

嘱託職員

人件費/総事業費 25.13 ％ 26.10 ％ 34.33 ％

総事業費(A)+(B) 5,755 千円 9,413 千円 7,327

- ％

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【委託料】酒蔵地区地下水基礎調査 4,587,000 円

春の西条  醸華町まつり 

新規出店支援事業交付対象店舗 
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-

A

B

C

D

E

中心市街地活性化事業補助対象イベント数 件 8 6

中心市街地活性化推進事業

7

新規出店支援事業適用件数 件 1 2 1

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 410 2 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

　平成２５年度に策定した「東広島市中心市街地活性化基本計画」における活性化の数値目標であ
る、観光客数の増加を成果目標とした。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

69.3%

元年度

中心市街地の観光客数 人/年

2年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

297,000294,000284,412 284,246 291,000 201,547

目標を大幅に下回る

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　H30年度は７月豪雨災害の影響で観光客数は減少したものの、近年は観光客数も増加傾向にあり、
飲食店などの新規出店が見られるなど、新たなにぎわい創出の兆しを伺うことができている。しかしなが
ら、西条酒蔵通り来訪者が滞在し消費する店舗は、まだまだ不足している状況にある。また、「まちの
顔」としての認知度が低いなどの課題を抱えている。

総合評価
○

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

C

　
　活動指標であるイベント数や新規出店支援事業適
用件数についてはおおむね例年通りの結果であった
が、成果指標である中心市街地の観光客数について
は目標を下回る結果となった。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。 　中心市街地の活性化には市が積極的に関与する必要がある。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

今後の方向性

　
　中心市街地の活性化において、住民・事業者等による主体的な取組みがなされるよう機運の醸成を
図りながら、中心市街地としての魅力向上やにぎわいのさらなる創出、来訪者（観光客）の受入体制の
整備を進める。

単位当たりコスト
の妥当性

一部、類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部業務を民間委託等へ切替可能

一定の影響度、貢献度がある。

　事業者や団体等による活性化が必要であり、それらと連携しながら進める必要
がある。
　にぎわいのある中心市街地を形成するうえで、本事業は高い貢献度を持ち、今
後も継続することが必要である。

一部、削減の余地がある。

概ね適正な負担割合である。

　活動内容によっては削減の余地があるが、活性化のためには継続して投資す
ることが必要である。

　事業支援を含め適正な負担割合である。
効
率
性

コスト削減の余地

民間活力の活用

概ね妥当である。

　ソフト・ハードの両面から中心市街地活性化に向けた事業があり、連携した取り
組みが必要である。

　概ね妥当なコストである。

増加傾向にある。 　中心市街地の活性化のニーズは高く、来訪者も増加傾向にある。

評価分析

　H30.7月豪雨災害に伴うJR山陽本線の運転見合わせや、悪天候によるイベントの中止等もあり、観光
客数は目標値に届かなかった。
　しかしながら、様々なイベントの開催支援や、新規出店支援事業補助金の活用により1件の飲食店が
開店したことで、西条酒蔵通りを中心としたにぎわいの創出に資することができた。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

平成 30 年度 事務事業シート 評価

92,359 千円 108,864千円

事務事業名 観光振興事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 412 1 新規・継続 継続

一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

   地域資源を活かした魅力的な観光地づくりや観光客受入体制の整備を進めるとともに、様々な媒体
を活用し効果的な観光ＰＲを実施することにより、国内外からの観光客誘致を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

   本市を訪れる観光客、県内外在住者、マスメディア、旅行会社及び観光関係事業者・団体等

所　属 産業部　観光振興課　観光企画係　観光事業推進係 総合計画施策体系 12

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

地方債 千円 千円
事
業
費 千円 千円 5,129 千円

千円

千円

千円

一般財源 70,816 千円 72,739 千円

千円

その他 10,370

72,643 千円 76,852

-千円

-

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　観光情報の発信(５,６６５千円）
　　　　　首都圏や近隣市町等において本市観光資源の認知度向上や観光客の誘致に繋がるＰＲ
　　　　を実施するとともに、観光ＰＲ写真素材集を作成し、各種広報媒体やＳＮＳ等を活用して観
　　　　光情報を発信した。
　　　２　観光案内所の管理運営（７,９１６千円）
　　　　　ＪＲ西条駅内の観光案内所において、国内外から本市を訪れた人に観光案内をはじめ宿
　　　　泊や交通案内等を行うとともに様々な情報の提供を行った。
　　　３　魅力ある観光地づくりの推進（３１,９７３千円）
　　　　　県・近隣市町等と連携した広域観光を推進するとともに、より積極的かつ効果的に観光施
　　　　策を展開するため関係団体等と連携して、新たに観光総合戦略を策定した。
　　　　　また、本市が主なロケ地となった映画「恋のしずく」を起点とした観光振興に取り組んだ。
　　　４  観光客受入体制の整備(１３,１７９千円)
　　　　　西条酒蔵通り案内標識の調査、観光バス駐車場や公式観光アプリ、Free Wi-Fiの管理
　　　　運営及び観光案内看板の更新等を行い、 国内外から本市を訪れた観光客の受入体制の
　　　　整備を行った。また、オオサンショウウオの宿の整備等の地域資源を活かした観光地づくり
　　　　に取り組んだ。
   　　５　観光協会の活動や地域観光イベントへの支援（３０,４３１千円）
　　　　　市内の各観光協会が実施する観光ＰＲや観光客受入体制の整備等を支援した。 東広島
　　　　市観光協会へは酒まつりの実施に対する側面的な支援を行った。また、交流人口を増加さ
　　　　せ地域の活性化と更なる観光振興を図るため、各地域の代表的な観光イベントに対する側
　　　　面的な支援を行った。
   　　６　観光関係団体との広域的な連携（３,１９５千円）
　　　　　広島県観光連盟、中国広域観光連絡協議会、ひろしまブランドショップ協議会、広島・宮
　　　　島・岩国地方観光連絡協議会等の観光関係団体及び関係市町等と連携した観光プロモー
　　　　ションや情報発信を行い、圏域における観光客の誘致を図った。

３　コスト情報

82,690 千円

14,587 千円 21,642 千円

千円

財
源
内
訳

国県支出金 12,875 千円 9,951 千円

事業費合計（A) 83,691

人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 5.35

千円
人
役
内
訳

正規職員 4.10 3.43 3.37

臨時職員 0.25 0.33 0.29 -

-

-
24,24629,643 千円

3.76

24,735 千円

3.66

嘱託職員 1.00

人件費/総事業費 26.16 ％ 23.03 ％ 20.79 ％

総事業費(A)+(B) 113,334 千円 107,425 千円 116,605

- ％

千円 - 千円

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

映画を起点とした観光プロモーション 東広島市観光総合戦略策定 
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A

B

C

D

E

観光プロモーションの実施回数 回 25 33

観光振興事業

46

623

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 412 1 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

市民一人当たりの事業費 円 612

　成果指標は、国内外からの観光客の誘致を図り、交流促進と地域活性化を目標としていること、また
本市最大の観光資源である西条酒蔵通りへの観光客誘致を促進していることから「総観光客数」と「西
条酒蔵通り観光案内所来訪者数」としている。
※「総観光客数」については、年単位としている。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（実績） 30年度（実績）

578

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度

84.5%

36,430 31,547

元年度

西条酒蔵通り観光案内所来訪者
数

人 34,412 34,246

総観光客数 千人

4年度
（実績値） （実績値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

3,1002,9802,840 2,846 2,920 2,467

目標を大幅に下回る

38,100 -86.6%

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　本市を訪れる観光客数は年々増加傾向にあるが、その多くは県内からの観光客であり、近隣市町か
らの立ち寄り観光が多い状況にあるため、更なる情報発信により本市の認知度を向上させ、県外等か
らの観光客誘致や観光客の滞在時間を延長させる取組みが課題となっている。
選ばれる観光地となるためには、他市町にはない本市ならではの強みを生かした観光コンテンツの造
成や、地元や関係団体と連携した受入体制の整備が課題となっている。

総合評価

○

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

B
　新規事業も多かったことからコスト的には増額した
が、概ね目標を達成できた。

区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。
観光客受入体制の整備や地域イベント開催等の観光振興については、市と関係
団体、地元が連携して取組む必要がある。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

今後の方向性

　引き続き、観光関係団体等と連携し本市の強みを生かした観光客の滞在時間延長につながる取組
みや観光客受入体制の整備を行い、利便性や周遊性の高い魅力ある観光地づくりを進める。
　また、平成30年度に策定した観光総合戦略を踏まえ、各種施策を推進するほか、本市の観光振興の
調整役・推進役として、今後、東広島DMO(仮称)を設立し、戦略的な観光振興を進めていく。

単位当たりコスト
の妥当性

一部、類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

一部業務を民間委託等へ切替可能

一定の影響度、貢献度がある。

将来的には、DMO(観光推進組織)への事務事業の一部移管も切替可能である。

観光客誘致による交流人口増加により、にぎわいが創出され、地域の活性化に
つながっており、一定の貢献度はある。

事務事業の実施手法を見直す必要
がある。

概ね適正な負担割合である。

関係団体、地元との連携を行うとともに、DMO(観光推進組織)の設立を踏まえた
事務事業の実施手法の見直しが必要である。

関係団体、地元との連携は必須であり、概ね適正な負担割合である。
効
率
性

コスト削減の余地

民間活力の活用

概ね妥当である。

観光プロモーションはシティプロモーション等と一部類似する事業がある。

近隣の他自治体と比較して概ね妥当である。

増加傾向にある。 観光総合戦略を踏まえ、DMO(観光推進組織)の設立を求める傾向がある。

評価分析

　総観光客数及び西条酒蔵通り観光案内所来訪者数ともに目標値を下回った。
　目標値に届かなかった要因としては、平成30年7月豪雨の影響によりJR山陽本線が運転見合わせに
なったこと、観光地が被災したこと等が主なものである。
　その他、悪天候により「酒まつり」等のイベントが規模縮小となったことなどが影響していると考えてい
る。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

事務事業名 産業振興施設災害復旧事業 一般会計 混在

所　属 産業部　農林水産課　農水産ブランド振興係、生産基盤整備係 総合計画施策体系 8

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 18 新規・継続 新規

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

根拠法令

目　的
（何のために）

　平成30年7月豪雨災害により被災した所掌施設等の復旧再建を行った。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

対　象
（誰・何を対象に）

　福富物産しゃくなげ館及び市内団地内緑地帯

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　福富物産しゃくなげ館災害復旧事業（４８,４１６千円）
　　　　　平成30年7月豪雨災害により被災した建物及び付帯設備の点検・修繕及び備品の再購
　　　　入を行った。
　　　　(1)　家屋等修繕費（15,067千円）
　　　　　　建具及び電気設備・外構等の修繕に要した費用
　　　　(2)　点検清掃費（1,351千円）
　　　　　　営業再開に向けた電気設備の点検や消毒・清掃に要した費用
         (3)　委託料（1,092千円）
　　　　　　POSシステムの復旧に要した費用
         (4)　空調設備修繕工事費（9,487千円）
　　　　　　災害により破損した空調設備の修繕工事に要した費用
　　　　(5)　備品購入費（21,419千円）
　　　　　　災害により破損した備品類の再購入に要した費用

　　　２　緑地帯修繕事業（２０,５６４千円）
　　　　(1)　吉川工業団地修繕（198千円）
　　　　　　吉川工業団地の土砂撤去に要した費用
　　　　(2)　テクノタウン東広島修繕（20,366千円）
　　　　　　テクノタウン東広島の土砂撤去及び土地境界復元に要した費用

課題及び
今後の方向性

　福富物産しゃくなげ館の復旧は、平成30年度中にすべて完了している。
　緑地帯修繕業務については、工期の確保が困難となったことから、翌年度へ繰越している。他の災
害復旧事業が多数あることから、業者の確保に課題がある。

68,980 千円 4,985 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 千円 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 48,400 千円 千円

一般財源 千円 千円 20,580 千円 4,985

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.35

千円
人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B)

千円 千円

0.35

事
業
費

-

嘱託職員 -
2,457

総事業費(A)+(B) 千円 千円

％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【委託料】テクノタウン東広島測量設計　 9,900,000 円

71,437 千円 - 千円

人件費/総事業費 #DIV/0! ％ #DIV/0! ％ 3.44

【委託料】吉川工業団地測量設計 6,600,000 円

【委託料】中核工業団地測量設計 3,300,000 円
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

人件費/総事業費 13.28 ％ 14.30 ％ 15.70 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 5,445 千円 4,910 千円 4,470 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.10 0.10 0.10

千円
人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.10

723 千円

0.10

702 千円

0.10

事
業
費

-

嘱託職員 -
702

一般財源 894 千円 629 千円 400 千円

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 3,000 千円 3,000 千円 3,000 千円 千円

3,768 千円 千円

財
源
内
訳

国県支出金 828 千円 579 千円

事業費合計（A) 4,722 千円 4,208 千円

368 千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　事業概要（３,７６８千円）
　　　　　農業者の資金装備の高度化を図り、農業振興に資するため農業者等が借り受けた資金
　　　　の利子負担の軽減を図った。

　　　２　補助内容
　　　　　補助対象：市が契約した融資機関
　　　　　補助率：県1/2、市1/2

　　　３　市による利子補給の対象となる制度資金
　　　　　農業災害等特別対策資金
　　　　　　暴風雨、豪雨等の災害（広島県知事の指定するものに限る）によって被害を受けた農業
　　　　　者に対し、農業経営、生活の安定に必要な資金及び農業用施設等の再取得に必要な資
　　　　　金。

　　　※本事業は、令和元年度から「地域農政対策事業」に統合し、一体的に取り組むこととしてい
　　　　る。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　
　今後も農業制度資金に対し利子補給を行い、農業者の経営安定に寄与する。

根拠法令 広島県農林水産関係単独事業補助金交付要綱

目　的
（何のために）

　農業者の資金装備の高度化を図り農業の振興に資するとともに、短期間の運転資金を低利で融資
することにより、農業経営の安定化を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　農業者等

所　属 産業部　農林水産課　担い手支援係 総合計画施策体系 1

事務事業名 農業資金利子補給事業 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 2 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

事務事業名 米の需給調整事業 一般会計 ソフト

所　属 産業部　農林水産課　農水産ブランド振興係 総合計画施策体系 1

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 6 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

根拠法令

目　的
（何のために）

　関係機関（ＪＡ等）と連携しながら、需要量に関する情報の配分、水田情報の管理を行い、米の需給
調整及び食料自給率の向上に資する作物を推進し、地域水田農業の発展を図る。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

対　象
（誰・何を対象に）

　農作物を販売する農家

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　経営所得安定対策推進事業及び需要に応じた米の生産推進事業（１４,２８２千円）
　　　　　米の需給調整事務及び直接支払交付金支給事務を主体的な立場で実施している「東広
　　　　島市地域農業再生協議会」に対して事務に要する経費を助成した。
　　　　(1)　経営所得安定対策推進事業補助金（11,494千円）
　　　　　　直接支払交付金の交付事務に要する経費に対する助成（補助率10/10）
　　　　(2)　数量調整円滑化推進事業補助金（1,284千円）
　　　　　　米の生産調整に要する経費に対する助成（補助率10/10）
　　　　(3)　活動実績
　　　　　ア　経営所得安定対策
　　　　　　　経営所得安定対策の周知や申請の受付等の事務を円滑に実施した。
　　　　　　　水田活用の直接支払交付金　交付者数:632人　 交付額:253,937千円
　　　　　イ　生産調整
　　　　　　　水稲作付面積は、県から示される東広島市における作付面積の目安内に収まった。
　　　　　　　平成30年産米の作付面積の目安：3,724.0 ha、主食用水稲作付面積：3,437.5　ha

　　　　【東広島市地域農業再生協議会】
　　　　　　農業経営の安定と国内生産力の確保を図り、もって食料自給率の向上と農業の多面的
　　　　　機能を維持するために、直接支払交付金の推進及びこれを円滑に実施するための行政
　　　　　と農業者団体等の連携体制の構築、戦略作物の生産振興や米の需給調整の推進、地域
　　　　　農業の振興を目的とする協議会。
　　　　　　構成員：20人（市、JA、農業共済組合、農業者、流通関係者、学識経験者　等）
　　　　　　会　 長：産業部長、副会長：JA広島中央代表理事常務、JA芸南常務理事
　　　　　　事務局：東広島市、JA広島中央、JA芸南
　　　　　　設　 立：平成23年12月21日

課題及び
今後の方向性

　平成30年産から米の生産数量目標の配分は行われず、国からは需給見通しやマンスリーレポートな
どの情報、県からは生産の目安となる地域別数量及び面積換算値などの情報が提供されている。本市
においては引き続き国、県等の関係機関と連携し、提供される情報を踏まえて、需要に応じた適切な
米の作付けが行われるよう、継続して事業を展開する。

14,282 千円 14,361 千円

財
源
内
訳

国県支出金 14,247 千円 14,487 千円

事業費合計（A) 14,461 千円 14,631 千円

14,099 千円 14,099 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

一般財源 214 千円 144 千円 183 千円 262

-千円

-

臨時職員 2.28 2.31 2.06 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.60 1.49 1.90

千円
人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 4.71

14,437 千円

3.96

11,795 千円

3.96

事
業
費

-

嘱託職員 0.83 0.16 -
13,812

総事業費(A)+(B) 28,898 千円 26,426 千円

％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

28,094 千円 - 千円

人件費/総事業費 49.96 ％ 44.63 ％ 49.16
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

人件費/総事業費 10.56 ％ 10.97 ％ 12.62 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 6,848 千円 6,400 千円 5,564 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.10 0.10 0.10

千円
人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 1.18

723 千円

1.18

702 千円

1.18

事
業
費

-

嘱託職員 1.08 1.08 1.08 -
702

一般財源 6,011 千円 5,617 千円 4,831 千円 7,557

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 114 千円 81 千円 31 千円 79 千円

4,862 千円 7,636 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 6,125 千円 5,698 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　農村交流集会施設の維持・管理（４,８６２千円）
　　　　(1)　小田地区多目的集会施設、農村環境改善センターの維持管理費
　　　　(2)　農村環境改善センターの非常勤職員報酬
　　　　(3)　地域研修センターの譲渡集会施設整備事業補助

　　　２　各施設の概要
　　　　(1)　小田地区多目的集会施設（H2年開設）
　　　　　　地域農業の振興、生活水準の向上及び定住条件の整備を図るため設置。
　　　　　　主に地区住民の集会や学習、グループ活動、コミュニティ活動の場として供されている。
　　　　　　【指定管理関係】
　　　　　　　指定管理者：自治組織「共和の郷・おだ」
　　　　　　　（非公募　第3期指定期間平成31年4月1日～令和4年3月31日）

　　　　(2)　農村環境改善センター（S56開設）
　　　　　　農業経営及び生活環境の改善及び合理化、住民相互の連帯意識の高揚並びに住民
　　　　　自治の醸成を図るため設置。
　　　　　　地区住民の集会や学習、グループ活動、コミュニティ活動の場として利用されている。

　　　　(3)　地域研修センター（計6施設　※H31.3.31時点）
　　　　　　地域住民の交流を促進し、農業経営及び生活環境を改善することにより地域住民相互
　　　　　の連帯意識の高揚及び住民自治の醸成を図り、地域社会の発展と福祉の増進に寄与す
　　　　　るために設置。
　　　　　　主に地域の集会、研修、グループ活動、コミュニティ活動の場として供されている。
　　　　　　【指定管理関係】
　　　　　　　指定管理者：地元自治組織等
　　　　　　　（非公募　第2期指定期間平成28年4月1日～令和3年3月31日）

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　地域における農業の活性化及び地域住民の交流促進を図るための活動拠点としての目的が果た
されるよう、適正な管理に努めている。
　引き続き、「東広島市公共施設の適正配置に係る基本計画」に基づき、小田地区多目的集会施設
と農村環境改善センターのあり方を検討するとともに、地域研修センターの地元団体への譲渡を進
める。

根拠法令

目　的
（何のために）

　地域における農業の活性化及び地域住民の交流促進を図るための活動拠点として、農村交流集会
施設の適正な維持管理を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　農業者

所　属 産業部　農林水産課　担い手支援係 総合計画施策体系 1

事務事業名 農村交流集会施設管理事業 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 7 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

事務事業名 直売所等管理運営事業 一般会計 ソフト

所　属 産業部　農林水産課　農水産ブランド振興係 総合計画施策体系 1

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 10 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

根拠法令

目　的
（何のために）

　農畜産物加工所、直売所、集出荷施設を安全で快適に利用できるようにすることによって、農産物に
付加価値を付与し、農業経営の安定化および合理化を図る。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

対　象
（誰・何を対象に）

　農畜産物加工所（4施設）、直売所（3施設）、集出荷施設（2施設）　合計 9施設
　地域農業者等

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　直売所等管理運営（９,８８８千円）
　　　　(1)　管理方法
　　　　　　地元運営協議会等の指定管理者により施設の運営管理を行った。
　　　　(2)　指定期間及び指定管理業務の内容
　　　　　　指定期間：平成29年度から令和3年度までの5年間
　　　　　　業務内容：施設・備品修繕等の維持管理
　　　　(3)　対象施設（カッコ内は竣工年）
　　　　　ア　加工所（4施設）
　　　　　　　とよさか農畜産物処理加工センター(S63)
　　　　　　　こうち小田農産物処理加工センター(H2)
　　　　　　　こうちそば加工センター(H11)
　　　　　　  安芸津農産物加工センター(H7)
　　　　　イ　直売所（3施設）
　　　　　　　福富物産しゃくなげ館(H14)
　　　　　　　とよさか四季菜館(H11)
　　　　　　　こうち寄りん菜屋(H12)
　　　　　ウ　集出荷施設（2施設）
　　　　　　　とよさか伊尾集出荷センター(H4)
　　　　　　　とよさか吉原集出荷センター(H3)

課題及び
今後の方向性

　直売所、加工所における活動母体の高齢化が進んでおり、今後の人材育成が課題である。
　今後の方向性としては、施設の利用状況を踏まえ、活動母体の人材育成とともに、施設の有効活用
等の検討が必要である。また、公共施設の適正配置の観点から、利用実態を考慮し地元団体への譲
渡も含め、あり方を検討していく必要がある。

9,888 千円 10,706 千円

財
源
内
訳

国県支出金 1,419 千円 486 千円

事業費合計（A) 12,871 千円 12,538 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

一般財源 11,452 千円 12,052 千円 9,888 千円 10,706

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.45 0.35 0.30

千円
人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.45

3,253 千円

0.35

2,457 千円

0.30

事
業
費

-

嘱託職員 -
2,106

総事業費(A)+(B) 16,124 千円 14,995 千円

％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

11,994 千円 - 千円

人件費/総事業費 20.17 ％ 16.39 ％ 17.56
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

人件費/総事業費 48.08 ％ 40.44 ％ 42.71 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 27,138 千円 24,501 千円 28,358 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.50 1.40 1.50

千円
人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 4.45

13,049 千円

5.37

9,907 千円

5.43

事
業
費

-

嘱託職員 1.80 3.10 3.10 -
12,113

一般財源 12,228 千円 12,510 千円 13,897 千円 14,150

-千円

-

臨時職員 1.15 0.87 0.83 -

千円 千円

その他 1,861 千円 2,084 千円 2,348 千円 1,840 千円

16,245 千円 15,990 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 14,089 千円 14,594 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

 
　　  １　園芸センターの施設管理（１０,４１５千円）
　　　　　施設を適切に管理した。
　　　　　施設概要　竣工年度：平成6年度、本館建物敷地面積：786㎡、本館構造：木造平屋
　　　　　　　　　　　  温室等：温室・ハウス16棟、検査調整施設、資材庫
　
　　　２　野菜・花き・果樹の実証展示栽培(温室・ハウス16棟、露地ほ場等)（２,７９４千円）
　　　　  栽培施設(ビニールハウス)及び、露地ほ場で園芸作物(野菜、花き、果樹)を実証展示栽
　　　　培し、 生産講座の受講生などに技術や振興作物の普及を促進した。
　
　　　３　土壌分析及び、診断に基づく施肥指導（１３２千円）
　　　　　地力増進法に基づき、園芸作物への適正施肥を心がけるよう、土壌分析・診断を行った。
　　　　　定期的な土壌分析を行うものは、全農ひろしま等の土壌分析へ誘導し、緊急的なものに
　　　　ついては園芸センターで簡易に土壌分析・診断を行った(分析件数234件)。
　
　　　４  地元農産物の生産者と消費者の交流を図るためのイベントを開催（２,９０４千円）
　　　　　「春の園芸まつり2018」を開催し、地産地消を推進した。（来場者数6,400人）
　　　　(1)　日程
　　　　　　4月28日(土)・29日(日)の2日間、9：00～15：00
　　　　(2)　内容
　　　　　　地元農産物及びその加工品などの販売、体験イベント、クイズ、ステージイベント、各種
　　　　　展示

　　　　園芸センターの施設　　　　　　        実証展示栽培　　　　　　　　　     春の園芸まつり

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　展示栽培、地産地消イベントも市農政の一環として実施すべき重要な施策であり、園芸センターはそ
の拠点である。直売所出荷を目指す農家への技術指導のため、多品目の展示栽培を行っていく必要
があり、地元農産物消費者の地元産品への関心を高め、地産地消を推進していく。また、市ホーム
ページの改善やＪＡ等への周知など情報発信に努める。

根拠法令

目　的
（何のために）

　東広島市の農業振興の拠点として設置された園芸センターの施設管理及び、園芸作物(野菜、花き、
果樹)の実証展示栽培等の運営を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　地元農産物の生産者及び消費者

所　属 産業部　園芸センター　園芸振興係 総合計画施策体系 1

事務事業名 園芸センター管理運営事業 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 15 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

人件費/総事業費 15.47 ％ 16.68 ％ 18.04 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 14,024 千円 12,626 千円 11,677 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.30 0.30 0.30

千円
人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.30

2,169 千円

0.30

2,106 千円

0.30

事
業
費

-

嘱託職員 -
2,106

一般財源 10,587 千円 9,252 千円 8,303 千円 9,894

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

9,571 千円 11,162 千円

財
源
内
訳

国県支出金 1,268 千円 1,268 千円

事業費合計（A) 11,855 千円 10,520 千円

1,268 千円 1,268 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　農政の統括事務に要する経費（９,５７１千円）
　　　　(1)　農政事務に係る連絡調整。
　　　　(2)　農政事務に係る支所経費の執行管理。
　　　　(3)　賃金・共済費及び食糧費について産業部内の予算及び決算の総括、並びに予算執
　　　　　　行の調整。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　
　部内各課との連携を図りながら、各種総括事務を円滑に進めていく。

根拠法令

目　的
（何のために）

　農政にかかる庁内及び部内の連絡調整及び事務管理を通して、円滑かつ統一的な事務の推進を図
る。また、農業経営の安定と農家の生活の向上を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　農業者及び消費者、関係部署

所　属 産業部　農林水産課　担い手支援係 総合計画施策体系 1

事務事業名 農政一般事務 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 21 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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